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第５節 工事の許可基準 
 
５－１ 適用範囲 

この基準は、法第12 条、第16 条に基づく宅地造成等に関する工事の許可、変更許可及び法第30 条、第

35 条に基づく特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の許可、変更許可（第15 条、第34 条に基づく国又

は都道府県等との協議を含む）について適用します。 

また、都市計画法第29 条、第35 条の 2 に基づく開発行為に関する開発許可、変更許可（第34 条の2

に基づく国又は都道府県等との開発協議を含む）によるみなし許可となる場合は、「４－４ 都市計画法による

みなし許可」に記載のとおり、法第13 条、第31 条に基づく技術的基準について適用します。 

 

許可基準の適用区分 

法 政令 基準の概要 参照 

第 11 条 

第 29 条 
 住民への周知 5-2 

第 12 条第 2 項第 2 号 

第 30 条第 2 項第 2 号 
 工事主の資力・信用 5-3 

第 12 条第 2 項第 3 号 

第 30 条第 2 項第 3 号 
 工事施行者の能力 5-4 

第 12 条第 2 項第 4 号 

第 30 条第 2 項第 4 号 
 土地所有者等の同意 5-5 

第 13 条 

第 31 条 

第 6 条 擁壁、排水施設その他の施設 － 

第 7 条 地盤について講ずる措置に関する技術的基準 

5-6-2 

5-6-3 

5-6-4 

第 8 条 擁壁の設置に関する技術的基準 

5-6-5 

5-6-6 

5-6-7 

5-6-8 

第 9 条 鉄筋コンクリート造等の擁壁の構造 

第 10 条 練積み造の擁壁の構造 

第 11 条 
設置しなければならない擁壁についての建築基準法施行

令の準用 

第 12 条 擁壁の水抜穴 

第 13 条 任意に設置する擁壁についての建築基準法施行令の準用 

第 14 条 崖面崩壊防止施設の設置に関する技術的基準 5-6-9 

第 15 条 
崖面及びその他の地表面について講ずる措置に関する技

術的基準 
5-6-5 

第 16 条 排水施設の設置に関する技術的基準 5-6-10 

第 17 条 特殊の材料又は構法による擁壁 5-6-7 

第 18 条 特定盛土等に関する工事の技術的基準  

第 19 条 土石の堆積に関する工事の技術的基準 5-6-11 

第 13 条第 2 項 

第 13 条第 2 項 
 設計者の資格 5-7 
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５－２ 住民への周知 

【法の基準】（法第11 条、第29 条） 

工事主は、宅地造成等に関する工事の許可申請をするときは、あらかじめ土地の周辺地域の住民に対し

て、説明会の開催その他の当該宅地造成等に関する工事の内容を周知させなければなりません。 

 

周知は、次のいずれかの方法により行います。なお、渓流等における高さ 15ｍ超の盛土を行う場合は、ア

による周知を必須とします。 

 
 
 
 
 
 

【宅地開発等条例の基準】 

本市においては、鹿児島市宅地開発等に関する条例第7 条、8 条に基づき住民への周知を行うこととし

ます。 

 

 

 

 

 

 

【運用基準】 

１．周知内容 
周知を行う内容は、宅地開発等条例第7 条に示す内容に加え、次のとおりとします。 

区分 項目 

共通事項 

① 工事主の氏名又は名称 

② 工事が施行される土地の所在地 

③ 工事施行者の氏名又は名称 

④ 工事着手予定日及び完了予定日 

⑤ その他市長が必要と認める事項 

宅地造成 

又は 

特定盛土等 

① 盛土又は切土の高さ 

② 盛土又は切土をする土地の面積 

③ 盛土又は切土の土量 

土石の堆積 

① 土石の堆積の最大堆積高さ 

② 土石の堆積を行う土地の面積 

③ 土石の堆積の最大堆積土量   

ア 説明会の開催 

イ 書面の配布 

ウ 工事を行う土地又はその周辺での掲示＋ウェブページへの掲載 

エ 市の条例又は規則で定める方法 

宅地開発等の計画の周知の考え方及び周知内容は、 

 第１章 開発許可・建築許可 第７節 開発許可の手続きの「７－１－５ 宅地開発等の計画の周知」の

とおりとなります。 
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２．周知範囲 
宅地開発等条例第2 条に示す範囲に加え、次の表に示す区分に応じて、必要な範囲に周知を行いま

す。 

 
盛土等の区分 住民周知の範囲 

①平地盛土 

②切土 

③土石の堆積 

必ず周知 

○盛土等の境界(法尻)から盛土等の最大高さＨに対して水平距離

２Ｈ以内の範囲（※参考図Ｌの範囲） 

 

必要に応じ 

周知 

○盛土等を行う土地の隣接地 

○盛土等を行う土地の境界から水平距離数十メートル程度の範囲 

○盛土等を行う土地が属する自治会等の範囲 

腹付け盛土 

必ず周知 

〇盛土のり肩までの高さＨに対して盛土のり肩から下方の水平距

離５ｈ以内の範囲 

（※参考図Ｌの範囲） 

 

 

 

 

 

 

必要に応じ 

周知 

〇盛土を行う土地の境界から下流方向に水平距離 50 メートル～数

百メートル程度の範囲 

〇上記範囲の中にその全部または一部が含まれる自治会等の範囲 

①渓流等におけ

る高さ 15 メー

トルを超える盛

土 

②渓流等におけ

る盛土（①を除

く） 

③谷埋め盛土（①

及び②を除く） 

④腹付け盛土の

うち，参考図の

範囲に渓流等の

渓床が存在する

もの（①及び②

を除く） 

 

※渓流等の範囲

は「5-6-3 7」に

記載 

必ず周知 

〇下流の渓床勾配が 2 度以上の範囲（※参考図） 

 

 

 

 

 

 

 

必要に応じ 

周知 
〇上記範囲の中にその全部または一部が含まれる自治会等の範囲 
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５－３ 工事主の資力・信用 

【法の基準】（法第12 条第2 項第2 号、第30 条第2 項第2 号） 

規制区域内において宅地造成等に関する工事を行うにあたっては、工事主に当該宅地造成等に関する工

事を行うために必要な資力及び信用がなければなりません。 

 
【運用基準】 

工事主の資力・信用については、以下の書類により審査を行いますので、許可申請書に「工事主の資力

及び信用に関する申告書」と必要な書類を添付して提出してください。 

 

「工事主の資力及び信用に関する申告書」は、様式集Ｐ－521 のとおりです。 

 

⑴ 工事主が法人の場合 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

⑵ 工事主が個人の場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
   

・資金計画書 

・暴力団に該当しないことの誓約書 

・住民票の写し 

・納税証明書（所得税及び住民税） 

・工事主の預貯金残高証明書 

・融資証明書（銀行等からの借入れがある場合） 

・融資証明書（銀行等からの借入れがない場合）＋融資者の預貯金残高証明書 

・資金計画書 

・暴力団に該当しないことの誓約書 

・法人登記事項全部事項証明書 

・役員（代表取締役）の住民票の写しなどの氏名及び住所を証する書類 

・財務諸表（決算書）※直近のもの 

・事業経歴書（工事などの実績） 

・納税証明書（法人税、法人事業税及び法人等市民税） 

・工事主の預貯金残高証明書 

・融資証明書（銀行等からの借入れがある場合） 

・融資証明書（銀行等からの借入れがない場合）＋融資者の預貯金残高証明書 
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５－４ 工事施行者の能力 

【法の基準】（法第12 条第2 項第3 号、第30 条第2 項第3 号） 

規制区域内において宅地造成等に関する工事を行うにあたっては、工事施行者に当該宅地造成等に関す

る工事を完成するために必要な能力がなければなりません。 

 
【運用基準】 

工事施行者の能力については、許可申請書に「工事施行者の能力に関する申告書」と必要な書類を添付

して提出してください。 

 

（１）工事施行者が法人の場合 

 添付書類 

建設業の許可を 

受けている場合 

建設業の許可を 

受けていない場合 

法人登記事項証明書（原本） ○ ○ 

建設業許可通知書の写し又は建設業許可証明書 ○ － 

工事を指導・監督する技術者の資格証明書など ○ ○ 

工事経歴等を証する書類（契約書の写し） ○ ○ 

暴力団に該当しないことの誓約書 － ○ 

納税証明書 

（法人税、法人事業税及び法人等市民税） 
○ ○ 

※ 登記事項証明書については、原則として発行から 3 ヶ月以内のものを添付するものとしま

す。 

 
（２）工事施行者が個人の場合 

 添付書類 

住民票など（原本） ○ 

工事を指導・監督する技術者の資格証明書など ○ 

工事経歴を証する書類（契約書の写し） ○ 

暴力団に該当しないことの誓約書 ○ 

納税証明書（所得税及び住民税） ○   
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５－５ 土地所有者等の同意 

【法の基準】（法第12 条第2 項第4 号、第30 条第2 項第4 号） 

当該宅地造成等に関する工事をしようとする土地の区域内の土地について、当該土地の使用及び収益を

目的とする権利を有する者の全ての同意を得なければなりません。 

ただし、土地区画整理法事業その他の公共施設の整備又は土地利用の増進を図るための事業として政令

で定めるものの施行に伴う工事については、この限りではありません。 

 
【運用基準】 

１．同意を必要とする権利者について 

同意を必要とする権利者は次のとおり、関係の土地の登記事項証明書に記載されている者とします。 

 

 

 

２．印鑑証明書（原本）の添付 

同意者の意思確認上必要な書類となるため、同意書には、実印を押印し、印鑑証明書（原本）を添付して

ください。 

 

３．同意者について 

登記事項証明書に記載されている権利者が死亡している場合の同意書については、次のとおりとしま

す。 

① 相続人が正式に決まっている場合 

相続人であることを証する書面の写しを添付してください。 

② 相続人が決まっていない場合 

法定相続人の全てとします。（相関図を作成し添付してください。） 

 

 

 

 

 

 

 

  

所有権、地上権、質権、賃借権、使用借権、永小作権、地役権、採石権など 

【解説】 

法の規定する同意の取得については、当該土地の権利を有する者が国又は地方公共団体等の公共

機関の場合には、申請者が土地の貸付け等に関する協議を開始している旨の当該公共機関の交付す

る証明を添付してください。ただし、許可の際には、当該公共機関と土地の貸付け等に係る契約締結

等を行った後、速やかにそのことがわかる書類等の写しを提出してください。 
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５－６ 工事の技術的基準 

【法の基準】（法第13 条、第31 条） 

規制区域内において行われる宅地造成等に関する工事は、政令（市の規則を含む。）で定める技術的基準

に従い、擁壁、排水施設その他の政令で定める施設の設置その他宅地造成等及び特定盛土等又は土石の堆

積に伴う災害を防止するため必要な措置を講ぜられたものでなければなりません。 

 

 

【運用基準】（技術的基準） 

５－６－１ 宅地造成及び特定盛土等区域の安全確保（区域設定による事前の安全対策） 

本市においては、地盤がシラス土壌という特殊な土質であることにより、梅雨や台風による大雨で崖崩

れが発生しやすい地域性を考慮し、崖の崩壊による災害を未然に防止する観点から、崖に近接してなされ

る開発行為、宅地造成及び宅地において行う土地の形質の変更（以下「宅地開発」という。）については、法

第13 条第1 項の「その他宅地造成等に伴う災害を防止するため必要な措置」、第31 条第1 項の「その

他特定盛土等に伴う災害を防止するため必要な措置」として、区域を設定する場合の取扱いを次のとおり

とします。 

※開発行為も同様の考え方となります。 

 
 

１．用語の説明 

この取扱いにおける用語は、次のとおりとします。 

① 「崖」とは 

「崖」とは、地表面が水平面に対して 30 度を超える角度をなす土地で硬岩盤（風化の著しいものを

除く。）以外のものとします。（政令第1 条） 

ただし、都市計画法に基づく開発許可又は盛土規制法（宅地造成等規制法を含む）に基づく許可を

受け、施工され、検査済証が交付された斜面及び擁壁は除きます。 

急傾斜等の防災工事を行った箇所についても、地表面の角度が 30 度を超える場合は、基本的に

は「崖」として取扱います。 

 

 

② 「基準角度」とは 

「基準角度」とは、水平面に対してなす 30 度の角度をいいます。（以下、この30 度のラインを「基

準角度線」といいます。） 
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２．宅地開発の範囲 

崖に近接して行われる宅地開発については、次の基準によるものとします。 

 

(1) 崖の上で宅地開発を行う場合 

① 一般的な基準 

宅地は、基準角度（30 度）の内側の範囲に設置しなければなりません。 

ただし、道路、公園等の公共施設については、基準角度より外側に5 度の範囲（35 度の内側）ま

でに設置することができるものとします。 

 

 

 

② 基準角度の適用の緩和（崖の上で宅地開発を行う場合） 

崖が硬固な土質で崩壊の危険がない旨の学識経験者又は専門家の意見書が提出された場合

は、基準角度（30 度）については45 度を超えない範囲まで緩和することができるものとします。 

なお、この場合においては、道路、公園等の公共施設についても 45 度の範囲内に設置しなけ

ればなりません。（50 度の範囲内とはなりません。） 

   

基点

30°基準角度

5°

道路
公園等

宅地

基点

45°以内、緩和角度

宅地
道路
公園等
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③ 空地の確保 

崖の上端部から道路、公園等の公共施設や宅地までの範囲は、原則として水平距離で 5ｍ以上

の空地を確保するものとし、その空地は崖とは反対側に傾斜を設け、張芝等で法面保護をしなけ

ればなりません。 

 

 

 

 

 

④ 崖の基点の取り方 

崖が連続する場合の基点は、その崖の最も窪んだ点となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

基点

30°基準角度

5m以上の空地を確保する

張芝等で法面
を保護する

切土勾配35°以内

30°基準角度

基点

最も窪んだ点

宅地

30°基準角度

基点

最も窪んだ点

宅地
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(2) 崖の下で宅地開発を行う場合 

① 一般的な基準 

宅地は、基準角度（30 度）の内側の範囲に設置しなければなりません。 

ただし、道路、公園等の公共施設については、基準角度より外側に5 度の範囲（35 度の内側）ま

でに設置することができるものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 基準角度の適用の緩和（崖の下で宅地開発を行う場合） 

関係の崖が国、県、市の公共団体が工事施工をした法面であり、かつ、当該法面部分の所有者

かつ管理者が当該公共団体である場合で、崖が硬固な土質で崩壊の危険がない旨の学識経験者

又は専門家の意見書が提出された場合は、基準角度（30 度）については45 度を超えない範囲ま

で緩和することができるものとします。 

なお、この場合においては、道路、公園等の公共施設についても 45 度の範囲内に設置しなけ

ればなりません。（50 度の範囲内とはなりません。）

 

   

45°以内
緩和角度

宅地
道路
公園等

公共事業で整備さ
れた法面（所有
者、管理者は、公
共団体）

公共事業で整備さ
れた擁壁

基点

30°基準角度

5°

宅地 道路、公園等
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③ 防災施設の設置 

崖下の場合、あらかじめ市と協議し、崖と宅地又は公共施設等との間に災害防止のため必要な

施設を設置することとします。 

 

④ 崖の基点の取り方 

崖が連続する場合の基点は、その崖の最も突出した点となります。 

 

 

(3) 学識経験者又は専門家の意見書について 

① 学識経験者・専門家の位置付け 

学識経験者とは、公的機関等に所属する専門学識経験者（退官教授も含む。）とします。 

専門家とは、「地質」・「土質及び基礎」・「河川、砂防及び海岸」のいずれかを選択科目とする技術

士法に基づく技術士とします。 

なお、意見書には、当該専門家の専門分野が確認できる文書を添付してください。 

 

② 意見書の作成 

意見書を作成するにあたっては、次の資料等を整理する必要があります。 

ア 既往資料及び現地踏査による現地状況 

イ 調査方法の選定理由及び調査頻度に関する検討 

ウ 調査結果（シラスの硬度、Ｎ値、内部摩擦角Φ、粘着力Ｃ等） 

エ その他市長が必要とする資料 

 

③ 工事着手後の対応 

工事着手後に、土質等が想定と相違する部分が判明した場合は、工事を中止し、再度、土質の調

査を行い、改めて、専門家等による意見を提出し、設計が妥当であるのか検討をしなければなりま

せん。 

検討内容によっては、設計変更の措置を行う必要があります。 

 

④ 複数人による意見書の作成 

崖の土質が不均一であったり、地下水や湧水が有る場合等、土の強度特性の正確な判定が難し

い場合やその他必要と認められる場合においては、複数人による意見書を求める場合がありま

す。  

基点

30°基準角度

最も突出した点

宅地
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３．基準角度線が宅地開発の区域内に入り込む場合の取扱い 

(1) 宅地開発予定地のほとんどが入る場合 

宅地開発区域が崖に近接しており、基準角度線が当該宅地開発区域のほとんど全ての部分に入り

込み、宅地不適地(未利用地)が生じる場合は、関係する崖面を基準に合うように切土等を行わない

限り、その開発区域は｢開発・宅造不適地｣であり、計画の見直しが必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 宅地開発予定地の一部が入る場合 

① 近接する崖からの基準角度線が、宅地開発区域の一部の区域内に入り込む場合は、当該区域に

ついては、宅地不適地（未利用地）となります。 

② 宅地不適地(未利用地)については、樹林や畑としての利用は認めますが、駐車場、資材置場等に

は利用できない土地となります。 

③ 宅地開発区域内にこのような宅地不適地（未利用地）が発生する場合は、宅地等部分（公共施設

用地部分含む。）と宅地不適地（未利用地）部分とを現地において区分明示する必要があります。区

分明示の方法は次のとおりを基本とします。 

 

 

 

   

ア 宅地と宅地不適地(未利用地)の間に高低差 50cm 程度の段差を設け、段差部分を

擁壁等の構造物で処理する。 

イ 宅地と宅地不適地(未利用地)との境界線に高さ 0.8ｍ以上のフェンス等の柵を

設置する。 

[参考図]　基準角度線が宅地開発予定地のほとんどに入り込む場合(崖下の場合)

崖

基
準
角
度
境
界
線

宅地不適地
(未利用地)

平面図

基点

30°基準角度

崖

宅地開発区域

断面図

宅地不適地
(未利用地)

基
準

角
度
境
界
線

基準角度線

宅地開発区域
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④ 宅地不適地(未利用地)部分については、土地利用計画図に明記する必要があります。（その際、

不適地となる理由（崖の影響等）を備考欄に明記すること。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

[参考図]　基準角度線が宅地開発予定地の一部に入り込む場合(崖下の場合)

基点

30°基準角度

崖

宅地開発区域

宅地不適地
(未利用地)

基準角度線

フェンス

又は

基

準

角
度

境

界

線

50cm程度

擁壁等

【拡大図】

基準角度境界線
基準角度境界線
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４．隣接する崖の高さが低い場合の取扱い 

(1) 隣接する崖が宅地開発区域外の土地の場合 

宅地開発区域外にある隣接する崖（基準に合わない擁壁も含む。）の高さが 2ｍ以下の場合は、崖

とは扱いません。 

ただし、関係の崖が現に崩壊の危険性がある場合、または、擁壁等において、既にクラックやはら

み等が発生しており、構造に重大な欠陥があると判断される場合は、基準に適合した勾配での切土ま

たは基準に適合した擁壁の設置を行うか、基準角度線外を宅地不適地(未利用地)とする必要があり

ます。 

 

(2) 隣接する崖が宅地開発区域内の土地（宅地を構成する部分）の場合 

隣接する崖（基準に合わない擁壁も含む。）の高さが 2ｍ以下であっても、宅地開発区域を構成し

ている場合は、崖として扱い、関係の崖部分に基準に合致した擁壁を設置するか、基準角度線外を宅

地不適地(未利用地)とする必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

宅地開発予定地

開発予定地内の基
準に合わない既存
擁壁等

基

準

角
度

線

境

界

宅地不適地
(未利用地)

宅地開発予定地

開発予定地内の基準に合わない既存擁壁等
※高さに関わらず崖として扱う。

敷

地

境
界

30°

基準角度線

宅地不適地(未利用地)
敷

地

境
界

開発予定地外の基準に合わない

既存擁壁等

※高さ2ｍ以下で、かつ、構造的
に重大な欠陥がない場合は崖と

して扱わない。
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【解説】 

隣接崖の取扱いについては、次のとおり国の考え方が示されております。 

 

 

  

○宅地造成申請地の隣接地が崖の場合の取扱い
（昭和38年7月31日　住地発第44号）
　建設省住宅局宅地開発課長から東京都住宅局計画部長あて回答

照会 回答
東京都→国 国→東京都

イ

　図面に示したような法第8条第1項の規定
による宅地造成に関する許可申請が提出さ
れた場合に、隣接地に危険と思われるABと
いう崖が存在する場合、審査の対象は申請
地であるから、隣接地の崖は考慮しないで
審査してよろしいか。

　審査にあたり、隣接地の崖についても十
分考慮し、常に宅地造成工事の安全を確保
するよう心掛けなければならない。

ロ

　さらに申請者が宅地造成され、造成され
た宅地の延長が、隣接地の危険と思われる
崖ABにすりつけて（土地の境界いっぱいの
線）盛土により宅地化された場合、当然造
成地B、Cと崖のAB間は崖崩れ等による災害
発生のおそれを生ずることとなるが、この
場合、法第15条、第16条に規定する勧告、
改善命令の対象は、あらかじめ危険な状態
であったABの崖面に対して、承知してすり
つけて盛土による宅地造成工事を行ったこ
とに、現実に危険なおそれを生ずるに至っ
た発生要素があると思料されるので、原因
者即ち造成主と解してよろしいか。また
は、崖そのものが従前より危険な状態で
あったのであるから、崖ABの所有者等と解
すべきか。

　前掲のとおり、隣接地の崖の状況を考慮
せずに、申請を許可することはあり得ない
から設問の状況は起こり得ないと思われる
が、仮に宅地造成工事規制区域指定以前に
BCの土地について宅地造成が行なわれた場
合を仮定して考えれば、この場合の勧告、
改善命令の対象はBCの土地の造成主と解す
る。
　ただし、ABの崖が従前の宅地造成に伴っ
て危険な状態となったものであるときは、
ABの崖の所有者等に対しても法第15条に規
定する勧告をすることができるものと解す
る。

注釈

【注釈】
　回答ロの「仮に宅地造成工事規制区域指
定以前に･････の造成主と解する」につい
て
　既存宅地に隣接する自然崖が、危険な状
態である場合は、昭和44年より施行された
「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関す
る法律」等によって対応が可能な場合もあ
るので十分に検討する必要がある。

図面

申請宅地の範囲

隣接地
崖

盛土

切土

Ｃ

Ｄ

Ａ

Ｂ
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５－６－２ 地盤 

１． 地盤の沈下又は宅地開発等区域外の地盤の隆起が生じないように、土の置換え、水抜きその他の

措置を講じなければなりません。（都市計画法政令第28 条第1 号） 

 

２． 盛土をする場合には、盛土をした後の地盤に雨水その他の地表水又は地下水（以下「地表水等」とい

う。）の浸透による緩み、沈下、崩壊又は滑りが生じないように、次の措置を講じなければなりません。

（政令第7 条第1 項第1 号） 

① おおむね 30cm 以下の厚さに分けて土を盛り、かつ、その層の土を盛るごとに、これをローラ

ーその他これに類する建設機械を用いて締め固める。 

② 盛土の内部に浸透した地表水等を速やかに排除することができるよう、砂利その他の資材を用

いて透水層を設ける。 

③ ①、②のほか、必要に応じて地滑り抑止ぐい又はグラウンドアンカーその他の土留（以下「地滑り

抑止ぐい等」という。）の設置その他の措置を講じる。 

④ 著しく傾斜している土地において盛土をする場合においては、盛土をする前の地盤と盛土とが接

する面が滑り面とならないよう、段切りその他の措置を講じる。 

 

 

 

 

 

３． 盛土又は切土をした後の土地の部分に生じた崖の上端に続く当該土地の地盤面には、特別の事情

がない限り、その崖の反対方向に雨水その他の地表水が流れるよう、勾配を付せなければなりませ

ん。（政令第7 条第2 項第1 号） 

 

４． 山間部における河川の流水が継続して存する土地その他の宅地造成等に伴い災害が生ずるおそ

れが特に大きいものとして、次の土地において高さ 15 メートル超の盛土をする場合は、盛土をした

後の土地の地盤について、土質試験その他の調査又は試験に基づく地盤の安定計算により盛土後の

地盤の安定が保たれることを確認しなければなりません。（政令第7 条第2 項第2 号） 

① 山間部における、河川の流水が継続して存する土地 

② 山間部における、地形、草木の生茂の状況その他の状況が①の土地に類する状況を呈している土

地 

③ ①、②の土地及びその周辺の土地の地形から想定される集水地域にあって、雨水その他の地表

水が集中し、又は地下水が湧出するおそれが大きい土地 

 

５． 切土をする場合において、切土をした後の地盤に滑りやすい土質の層があるときは、その地盤に滑

りが生じないように、地滑り抑止ぐい等の設置、土の置換えその他の措置を講じなければなりませ

ん。（政令第7 条第2 項第3 号）  

【解説】 

 盛土を行う場合の１層当たりの厚さは、敷き均し厚が 30cm 以下となるので、転圧後の厚さ

を概ね 20～25cm に設定し、施工管理を行う必要があります。 
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６． 地盤の高さは、原則として地盤周囲の擁壁と同じ高さとしなければなりません。 

ただし、盛土の場合において、沈下対策として 10ｃｍ程度の余盛りを行う場合はこの限りではありま

せん。 

また、宅地造成等の完了後、建築等がなされないまま長期間放置される場合等は、その宅地等か

らの土砂流出を防止するために宅地等の周囲には、防災小堤を設置するものとします。 

 

 

 

 

   

30°

45°

300

200

100(余盛)

300

張芝等

擁壁
小堤
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水平排水層 

基盤排水層 

※法面排水は「５－６－５ 法面保護

工及びその他の地表面の措置」参照 

暗渠排水工 雨水排水管 

中央縦排水 

中央縦排水 

５－６－３ 盛土 

１．原地盤及び周辺地盤の把握 

盛土の設計に際しては、地形・地質調査等を行い、盛土の基礎地盤の安定性を検討することが必要とな

ります。 

特に、盛土の安定性に多大な影響を及ぼす軟弱地盤、傾斜地盤、山地・森林の場が有する複雑性・脆弱

性が懸念される地盤及び地下水位の状況については、入念な調査が必要となります。また、渓流・集水地

形等において、流水、湧水及び地下水の流入、遮断が懸念される場合は、周辺地盤も適宜調査が必要で

す。これらの調査を通じて盛土法面の安定性のみならず、基礎地盤を含めた盛土全体の安定性について

も検討する必要があります。 

 

２．排水施設等 

排水施設は、地下水排除工及び盛土内排水層により完全に地下水の排除ができるように計画すること

を基本とします。 

盛土の安全性を確保する上で地下水の排除は重要な要素であるため、下のフローを参考に、盛土法面

又は盛土全体の安定性の検討が必要となる規模の盛土については、図に示す排水施設を設置する必要が

あります。 
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(1) 地下水排除工 

盛土崩壊の多くが湧水、地下水、降雨等の浸透水を原因とするものであること、また盛土内の地下

水が地震時の滑動崩落の要因となることから、次の各事項に留意して盛土内に十分な地下水排除工

を設置し、基礎地盤からの湧水や地下水の上昇を防ぐことにより、盛土の安定を図る必要がありま

す。特に山地・森林では、谷部等において浸透水が集中しやすいため、現地踏査等によって、原地盤

及び周辺地盤の水文状況を適切に把握することが必要です。 

 

① 暗渠排水工 

暗渠排水工は、盛土地盤全体の安定を保つことを目的に、原地盤の谷部や湧水等の顕著な箇所

等を対象に樹枝状に設置することを基本とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「 道路土工 盛土工指針」（（ 社） 日本道路協会、 平成 22 年 4 月）    

ア 本管の径は 300mm 以上とし、流量計算により設定 

イ 補助管の径は 200mm 以上 

ウ 補助管の配置間隔は 40m（渓流等、地下水が多い場合は 20m） 
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② 基盤排水層 

基盤排水層は、地山から盛土への水の浸透を防止することを目的に、透水性の良い材料を用

い、主に谷埋め盛土におけるのり尻部及び谷底部、湧水等の顕著な箇所等を対象に設置すること

を基本とします。 

 

 

 

 

 

 

 
※「設計要領第一集土工建設編針」 

（東日本高速道路㈱、中日本高速道路㈱、西日本高速道路道路㈱、令和 2 年 7 月） 

 

 

③ 暗渠流末の処理 

暗渠排水工は、土砂等の吸い出しで閉塞が生じると、排水機能の低下に伴い盛土内の地下水上

昇が生じるおそれがあります。そのため、暗渠排水工の流末は、維持管理や点検が行えるように、

マス、マンホール、かご工等で保護を行うことを基本とします。 

流末は排水施設に接続する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「 盛土等防災マニュ アルの解説」（ 盛土等防災研究会編集、 令和 5 年 11 月）  

 

④ 施工時の仮設排水対策 

中央縦排水は、盛土施工後においても、水平排水層等から盛土内の地下水を雨水排水管に導く

役割を果たします。そのため、施工時における中央縦排水は、暗渠排水管と併用せず、別系統の排

水管を設置することを基本とし、また、中央縦排水に土砂が入らないように縦排水管の口元は十分

な保護を行うことを基本とします。 

   

ア 厚さは 0.5m 以上（渓流等、地下水が多い場合は 1m 以上） 

イ 長さは盛土のり面ののり尻からのり肩までの水平距離の 2 分の 1 の範囲で、かつ、

渓流等における盛土では基礎地盤の段切りを施工しない勾配15°程度未満の範囲を

包括する長さ 

ウ 十分なせん断強度を有する材料を用いる 
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(2) 盛土内排水層 

盛土内に地下水排除工を設置する場合に、あわせて盛土内に水平排水層を設置して地下水の上

昇を防ぐとともに、降雨による浸透水を速やかに排除して、盛土の安定を図ることが必要です。水平排

水層は、透水性の良い材料を用い、盛土法面の小段ごとに設置することを基本とします。なお、小段の

設置を要さない高さが低い盛土の場合で、基盤排水層を設置しない平地盛土等の場合は、盛土内の

排水を促すため盛土法尻に水平排水層を設置することが望ましいです。 

 

 

 

 

 

 

 

※「盛土等防災マニュアルの解説」（盛土等防災研究会編集、令和 5 年 11 月） 

 

 

３．盛土法面勾配 

盛土の法面勾配は、次の考え方に基づき適切に設定するものとします。 

① 盛土の法面勾配は、法高及び盛土材料の種類等に応じて適切に設定し、原則として 30 度以下

（1:1.8 以下）とします。 

② 次のような場合には、盛土法面の安定性の検討を十分に行ったうえで勾配を決定する必要がありま

す。 

 

 

 

 

 

 

   

ア 法高が特に大きい場合（15ｍ以上の場合） 

イ 盛土が地山からの湧水の影響を受けやすい場合 

ウ 盛土箇所の原地盤が不安定な場合 

エ 盛土が崩壊すると隣接物に重大な影響を与えるおそれがある場合 

オ 腹付け盛土となる場合 

カ 締固め難い材料を盛土に用いる場合（火山灰質土等（ローム等）の含水が高

い細粒土等、締固め度による密度管理が難しい材料を盛土材料に用いる場合） 

ア 盛土の小段ごとに設置 

イ 層厚は 0.3m 以上 

ウ 長さは小段高さの 2分の 1 以上 

エ 5～6％の排水勾配を設ける 

オ 材料は透水性の高いものを用いる 
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４．盛土法面の安定性の検討 

盛土法面の安定性の検討にあたっては、次の各事項に十分留意する必要があります。 

ただし、安定計算の結果のみを重視して法面勾配等を決定することは避け、近隣又は類似土質条件の

施工実績、災害事例等を十分参照するようにしてください。 

 

① 安定計算 

盛土法面の安定性については、全応力法による円弧滑り面法を標準とする。 

円弧滑り面法のうち簡便式（フェレニウス式）を標準とするが、現地状況等に応じて他の適切な安定

計算式を用いること。なお、間げき水圧（静水圧）を考慮した安定計算を行う場合は、摩擦抵抗力が負

にならない修正フェレニウス式を適用すること。 

 

② 設計強度定数 

安定計算に用いる粘着力(Ｃ)及び内部摩擦角(Φ)の設定は、盛土に使用する土を用いて、現場含

水比及び現場の締固め度に近い状態で供試体を作成し、せん断試験を行うことにより求めることを

原則とする。 

 

③ 間げき水圧 

盛土の施工に際しては、適切に地下水排除工等を設けることにより、盛土内に間げき水圧が発生し

ないようにすることが原則である。 

しかし、計画地区内における地下水位又は間げき水圧の推定は未知な点が多く、これらは法面の

安全性に大きく影響を及ぼす。このため、地下水及び降雨時の浸透水の集中により間げき水圧が上

昇することが懸念される盛土では、間げき水圧を考慮した安定計算によって盛土法面の安定性を検

討することが望ましい。また、渓流等における高さ 15 メートル超の盛土は、間げき水圧を考慮した安

定計算を標準とする。 

安定計算に当たっては、盛土の下部又は側方からの浸透水による間げき水圧(ｕ)とし、設定水位は

盛土高の3 分の1 とすることを基本とする。ただし、現場条件等により間げき水圧の上昇が大きいと

見込まれる場合の設定水位は、盛土高の2 分の1 とすることも考えられる。また、必要に応じて、雨

水の浸透によって形成される地下水による間げき水圧及び盛土施工に伴って発生する過剰間げき水

圧を考慮すること。 

なお、十分締固めた盛土では液状化等による盛土の強度低下は生じにくいが、渓流等における高

さ 15 メートル超の盛土や火山灰質土等の締固め難い材料を用いる盛土については液状化現象を考

慮し、液状化判定等を実施する。 

 

④ 最小安全率 

盛土法面の安定に必要な最小安全率(Ｆs)は、盛土施工直後において、Ｆs≧1.5 であることを標準

とする。 

地震時の安定性を検討する場合の安全率は、大地震時にＦs≧1.0 とすることを標準とする。なお、

大地震時の安定計算に必要な水平震度は、0 .25 に建築基準法施行令第88 条第1 項に規定するＺ

の数値（鹿児島市0.8）を乗じて得た数値とする。 
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※「 盛土等防災マニュ アルの解説」（ 盛土等防災研究会編集、 令和 5 年 11 月） 一部修正 

【盛土のり面の安定検討フロー】 

スタート 

設計条件の設定 

法面・構造の設定 

常時安定性検討 

安定性検討の必要はあるか 

間隙水圧を考慮する盛土

か 

最小安全率は Fs＝1.5 以上か 

地震時安定性検討 

水平震度の設定 

液状化や繰り返し載荷による盛土の強度低下を

考慮（検証）する必要がある盛土か 

間隙水圧を考慮する盛土

か 

①盛土は液状化するか 

OR 

②盛土は繰り返し載荷の影響

をうけるか 

安定計算 

(円弧滑り面法) 
間げき水圧を考慮した安定計算 

（円弧滑り面法） 

液状化や繰り返し載荷による盛土の強度低下を

考慮した安定計算（円弧滑り面法） 

変形解析・対策工法の検討 法面の詳細設計 

ＥＮＤ 

最小安全率は 

Fs＝1.0 以上か 

最小安全率は 

Fs＝1.0 以上か 

設計条件（盛土形状、盛土材料等）の変更 

設計条件の変

更は可能か 

対策工法の検討 

間げき水圧を考

慮した安定計算 

(円弧滑り面法) 

安定計算 

（円弧滑り面法） 
・湧水や常時流水等が認められる傾斜地盤の盛土 

・火山灰質土等の高含水比の材料を用いる盛土 

・渓流等における高さ 15 ㎡超の盛土 

・火山灰質土等の締固め難い材料を用いる大規模な盛土 

・湧水や常時流水等が認められる傾斜地盤の盛土 

・火山灰質土等の高含水比の材料を用いる盛土 

Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

Ｙｅｓ 

やむを得ない場合（Ｎｏ） 

① 室内試験により

液状化強度比を求

めて、地震応答解

析等により、せん

断応力比を求めて

液状化発生の有無

を判定 

② 繰り返し載荷後

の盛土強度を確認

する土質試験を行

い、繰り返し載荷

による強度低下の

有無を判定 
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５．盛土法面の高さ、形状 

(1) 通常の盛土法面の高さ、形状 

通常の盛土法面の高さ、形状については、次の基準によるものとします。 

① 盛土の高さは原則として最高 15 ｍまでとすること。 

② 盛土法面は、法高 5 ｍごとに幅 1.5 ｍ以上の小段を設けること。 

③ 盛土法面には、雨水その他の地表水を排除することができるように、必要な排水施設を

設置すること。 

④ 小段には、小段排水溝を設置し、また、約 2 0 ｍ程度の間隔で縦排水溝を設置することと

し、小段上面の排水勾配は、下段の崖面と反対方向に下り勾配を付けて小段排水溝に導

水すること。 

⑤ 小段はコンクリート等で表面を覆うこと。 

⑥ 最上端に続く地盤面は、特別の事情がない限り、雨水等の地表水が盛土法面側へ流下

するのを防止するため、法面の反対方向に下り勾配を設けること。 

⑦ 法面は原則として法枠工等の永久工作物で覆うものとし、法尻は、擁壁工等の土留施設

を設けることを基本とする。 

 

(2) 高盛土について 

高盛土については、次の基準によるものとします。 

① 高さ 15 ｍを超える高盛土については、「砂防指定地及び地すべり防止区域内における宅

地造成等の大規模開発審査基準（鹿児島県土木部砂防課、平成 3 1 年 4 月）」の基準によ

る。 

② 盛土高が 15 ｍを超え 3 0 ｍ以下の場合は、法高 15 ｍ以内ごとに、幅 3 ～5 ｍ以上の幅

広小段を設けること。ただし、次の③の場合は、この限りではない。 

③ 盛土高が 3 0 ｍを超える場合は、上下の盛土の滑り面が重複しないように、3 0 ｍ以内に

少なくとも 1 箇所、幅 15 ｍ以上のステップを設けること。 
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６．盛土全体の安定性の検討 

( 1)  盛土全体の安定性を検討する場合は、造成する盛土の規模が次に該当する場合となりま

す。 

① 谷埋め型大規模盛土造成地 

盛土をする土地の面積が 3 ,0 0 0 ㎡以上であり、かつ、盛土をすることにより、当該盛土

をする土地の地下水位が盛土をする前の地盤面の高さを超え、盛土の内部に侵入すること

が想定されるもの。 

② 腹付け型大規模盛土造成地 

盛土をする前の地盤面が水平面に対し 2 0 度以上の角度をなし、かつ、盛土の高さが 5

ｍ以上となるもの。 

 

( 2 )  盛土全体の安定性の検討にあたっては、次の各事項に十分留意する必要があります。た

だし、安定計算の結果のみを重視して法面勾配等を決定することは避け、近隣又は類似土質

条件の施工実績、災害事例等を十分参照するようにしてください。 

① 安定計算 

谷埋め型大規模盛土造成地の安定性については、二次元の分割法を標準とする。ただ

し、渓流等における盛土は「７．渓流等における盛土の基本的な考え方」を参照すること。 

腹付け型大規模盛土造成地の安定性については、二次元の分割法のうち簡便法による

ことを標準とする。 

② 設計強度定数 

安定計算に用いる粘着力(Ｃ)及び内部摩擦角(Φ)の設定は、盛土に使用する土を用い

て、現場含水比及び現場の締固め度に近い状態で供試体を作成し、せん断試験を行うこと

により求めることを原則とする。 

③ 間げき水圧 

盛土の施工に際しては、適切に地下水排除工等を設けることにより、盛土内に間げき水

圧が発生しないようにすることを原則とする。 

しかし、計画地区内における地下水位又は間げき水圧の推定は未知な点が多く、これら

は、法面の安全性に大きく影響する。このため、地下水及び降雨時の浸透水の集中により

間げき水圧が上昇することが懸念される盛土では、間げき水圧を考慮した安定計算によっ

て盛土法面の安定性を検討することが望ましい。 

安定計算にあたっては、盛土の下部又は側方からの浸透水による間げき水圧(ｕ)とし、

必要に応じて、雨水の浸透によって形成される地下水による間げき水圧及び盛土施工に伴

って発生する過剰間げき水圧を考慮すること。なお、十分締固めた盛土では液状化等によ

る盛土の強度低下は生じにくいが、渓流等における高さ 15 メートル超の盛土や火山灰質

土等の締固め難い材料を用いる盛土については液状化判定等を実施すること。 

④ 最小安全率 

盛土の安定については常時の安全性を確保するとともに、最小安全率(Ｆｓ)は、大地震

時にＦs≧1.0 とすることを標準とする。なお、大地震時の安定計算に必要な水平震度は、

0 .2 5 に建築基準法施行令第 8 8 条第 1 項に規定するＺの数値（鹿児島市 0 .8 ）を乗じて

得た数値とする。 
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７．渓流等における盛土の基本的な考え方 

渓流等における盛土は、盛土内にまで地下水が上昇しやすく、崩壊発生時に渓流を流下し大規

模な災害となりうることから、慎重な計画が必要であり、極力避ける必要があります。ただし、やむ

を得ず渓流等において盛土を行う場合には、原地盤及び周辺地盤の地形、地質、土質、湧水及び

地下水等の現地状況を調査し、土砂流出に対する盛土の安全性や盛土周辺からの地表水や地下

水等に対する盛土の安全性等の検討を行い、通常の盛土の規定に加え、次の措置を講ずる必要

があります。 

なお、渓流等の範囲とは、渓床勾配 10 度以上の 0 次谷を含む一連の谷地形であり、その中心

線から全幅 5 0 メートルに含まれる範囲を基本とします。 

 

  

※「盛土等防災マニュアルの解説」（盛土等防災研究会編集、令和 5 年 11 月） 

 

(1) 盛土高 

盛土の高さは 15 メートル以下を基本とし、「４．盛土法面の安定性の検討」に示す安定計

算等の措置を行う。ただし、盛土の高さが 15 メートルを超える場合は、次のとおりとする。 

① より詳細な地質調査、盛土材料調査、土質試験等を行い、基礎地盤を含む盛土の安全性

を確保 

② 間げき水圧を考慮した安定計算の実施 

③ 液状化判定等の実施 

④ ５万㎥を超える盛土は、二次元の安定計算に加え、三次元の変形解析や浸透流解析等に

より多角的に検証を行う 

 
(2) 法面処理 

① 法面の下部については、湧水等を確認するとともに、その影響を十分に検討し、必要に応

じて、擁壁等の構造物を検討する。 

② 法面は、必ず植生等によって処理するものとし、裸地で残してはならない。 

③ 法面の末端が流れに接触する場合には、法面は、盛土の高さにかかわらず、豪雨時に想

定される水位に対し十分安全を確保できる高さまで構造物で処理しなければならない。 

 
(3) 排水施設 

盛土等を行う土地に流入する渓流等の流水は、盛土内に浸透しないように、開水路によっ

て処理し、地山からの浸出水のみ暗渠工にて処理する。渓流を埋め立てる場合には、在来の

渓床に必ず暗渠排水工を設ける。 
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(4) 工事中及び工事完了後の防災 

工事中の土砂の流出や河川汚濁を防止するため防災ダムや沈泥池等を設け、工事完了後

は沈砂池を設けなければならない。防災ダムは、工事完了後に沈砂池として利用できる。 

 

８．盛土の施工上の留意事項 

盛土の施工にあたっては、次の各事項に留意することが必要となります。 

 
(1) 原地盤の処理 

盛土の基礎となる原地盤の状態は、現場によって様々であるので、現地踏査、土質調査等

によって原地盤の適切な把握を行うことが必要になります。 

調査の結果、軟弱地盤として対策工が必要な場合は、盛土等防災マニュアルの軟弱地盤

対策により適切に処理するものとします。山地・森林における複雑性・脆弱性が懸念される地

盤の場合には、脆弱な地盤を排除する等、適切に基盤面を処理するものとします。また、渓流

等の湧水や地下水が懸念される地盤の場合には、「７．渓流等における盛土の基本的な考え

方」により適切に処理するものとします。 

普通地盤の場合には、盛土完成後の有害な沈下を防ぎ、盛土と基礎地盤のなじみをよくし

たり、初期の盛土作業を円滑にするための次のような原地盤の処理を行うこととします。 

 
 
 
 
 

なお、既設の盛土に新しく腹付けして盛土を行う場合にも同様な配慮が必要であるほか、

既設の盛土の安定に関しても十分な注意を払うことが必要です。 

また近年では、地下侵食により発生した空洞部に過剰な地下水が流入することによって発

生する過剰間げき水圧が盛土の安定性の低下の一要因となり得ることが指摘されており、軟

弱層を基礎地盤に残置し盛土をした場合、地下水流等により地下侵食が生じるおそれがある

ため、そのような観点からも軟弱層を掘削除去することが望ましいです。 

 
(2) 傾斜地盤上の盛土 

盛土基礎地盤の表土は十分に除去するとともに、勾配が 15 度（約 1:4 . 0 ）程度以上の傾

斜地盤上に盛土を行う場合には、盛土の滑動及び沈下が生じないように原地盤の表土を十

分に除去するとともに、段切りを行うことが必要になります。 

また、谷地形等で地下水位が高くなる箇所における傾斜地盤上の盛土では、勾配にかかわ

らず段切りを行う必要があります。 

 
① 段切りの寸法 

原地盤の土質、勾配、段切りの施工法等によって異なるが、高さ 5 0 cm 、幅 1.0 ｍ程度

以上とする。 

② 段切り面の排水勾配 

法尻方向に 3 ～5 ％程度とする。ただし、盛土高さが高い場合や湧水の多い場合は別途

検討すること。   

ア 伐開除根を行う。 

イ 暗渠排水工及び基盤排水層を単独又は併せて設置し排水を図る。 

ウ 極端な凹凸及び段差はできるだけ平坦にかき均す。 
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(3) 盛土材料 

盛土材料の搬入に当たっては、土質、含水比等の盛土材料の性質が計画と逸脱していな

いこと等、盛土材料として適切か確認する必要があります。また、切土からの流用土又は付近

の土取場からの採取土を使用する場合は、これらの現地発生材の性質を十分把握するとと

もに、次の点を踏まえ適切な対策を行い、品質のよい盛土を築造しなければなりません。 

また、廃棄物を盛土材として使用することはできません。建設発生土を使用する場合は、

廃棄物が混入していないか十分留意のうえ、使用しなければなりません。このとき、工事にお

いて、同一工区内等からの建設発生土を流用する場合は、国土交通省令（建設業に属する事

業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項を定める省令平成 13 年

３月 2 9 日国交令 5 9 、建設業に属する事業を行う者の指定副産物に係る再生資源の利用

の促進に関する判断の基準となるべき事項を定める省令平成 13 年３月 2 9 日国交令 6 0 ）

に定められる第１種建設発生土、第２種建設発生土又は第３種建設発生土に該当する性状で

あるものを基本とします。また、第４種建設発生土は、他に比べて極端に低強度な性状を有す

ため、土質改良等の適切な処理を行った場合は盛土材料としての適用が可能となります。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 敷均し 

盛土の施工にあたっては、盛土をした後の地盤に、雨水や地表水又は地下水の浸透による

緩み、沈下、崩壊又は滑りが生じないように、一回の敷均し厚さ（まき出し厚さ）を概ね 3 0 cm

以下に設定し、均等かつ所定の厚さ以内に敷均さなければなりません。 

※転圧後の 1 層の厚みが 30cm 以下ではありません。 

 

(5) 含水量調節及び安定処理 

盛土の締固めは、盛土材料の最適含水比付近で施工するのが望ましいので、実際の含水

比がこれと著しく異なる場合には、バッ気又は散水を行って、その含水量を調節する必要が

あります。 

また、盛土材料の品質によっては、盛土の締固めに先立ち、化学的な安定処理等を行う必

要があります。 

   

ア 岩塊、玉石等を多量に含む材料は、盛土下部に用いる等、使用する場所に注意

する。 

イ 頁岩、泥岩等のスレーキング（土塊が乾燥、吸水を繰り返すことにより、細か

くばらばらに崩壊する現象）しやすい材料は用いないこと。 

ウ 吸水性、圧縮性が大きい腐植土等の材料、その他有害な物質を含まないこと。 

エ 高含水比粘性土については、含水量調整及び安定処理により入念に施工する必

要がある。 

オ 比較的細砂で粒径のそろった砂は、地下水が存在する場合に液状化するおそれ

があるので、十分注意する必要がある。なお、廃棄物の処理及び清掃に関する法

律等の他法令の規制に照らして盛土材料としての使用が適当ではない物質を含ま

ないようにしなければならない。 



 

- 263 - 

(6) 締固め 

盛土の崩落や、液状化等に起因する擁壁や盛土地盤の不同沈下、あるいは大規模盛土造

成地で発生する滑動崩落等、締固め度が低いことが要因の一つとなるトラブルが多いです。

このような事態が発生しないように、盛土を十分に締め固めることが重要です。 

特に、盛土と切土の接合部は、地盤支持力が不連続になったり、盛土部に湧水、浸透水等

が集まり盛土が軟化して完成後仕上げ面に段違いが生じたり、地震時には滑り面になるおそ

れもあることから、十分な締固めを行う必要があります。 

なお、締固め度による管理の場合は、造成盛土の締固め度 D c の管理値は、国土交通省

が定める「土木工事施工管理基準及び規格値」及び「ＲＩ計器を用いた盛土の締固め管理要

領（案）」に準じ、全ての管理単位について締固め度を 90％以上とすることを標準としま

す。ただし、騒音等が問題となる現場条件等により所定の締固めが困難な場合等は、盛土の

安定性が問題とならないことが明らかな箇所において締固め度の下限値を 8 7 ％以上とする

ことも可能です。 

また、空気間げき率による管理の場合は、造成盛土の空気間げき率 Va の管理値は、国土

交通省が定める「土木工事施工管理基準及び規格値」及び「ＲＩ計器を用いた盛土の締固め

管理要領（案）」に準じ、全ての管理単位について空気間げき率の平均値を 10 ％以下とする

ことを標準とします。ただし、これにより難い場合は、盛土の安定性が問題とならないことが明

らかな箇所において空気間げき率の上限値を 13 ％以下とすることも可能です。 

 

(7) 防災小堤 

盛土施工中の造成面の法肩には、造成面から法面への地表水の流下を防止するために、

防災小堤を設置する必要があります。 
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５－６－４ 切土 

１．切土法面勾配 

(1) 通常の切土法面勾配 

切土の法面勾配は、法高及び法面の土質等に応じて適切に設定するものとします。 

 

① 切土勾配の設定にあたっては、切土を行う法面の土質を確認することを前提とし、次の表

を標準とします。 

 

 

 

 

 

 

※  本市に広く分布しているシラス土壌については、その他これらに類するものに該当する

ものとします。 

② 切土法面の土質が硬岩盤（風化の著しくないもの）の場合にあっては、その都度協議して

ください。 

③ 次のような場合には、切土法面の安定性の検討を十分に行ったうえで勾配を決定する必

要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 切土法面勾配の緩和 

切土を行う地山が硬固な土質で崩壊の危険がない旨の学識経験者又は専門家の意見書

が提出された場合は、通常 3 5 度の切土法面の角度を 4 5 度を超えない範囲まで緩和する

ことができるものとします。 

 

 

   

ア 法高が特に大きい場合（15ｍ以上の場合） 

イ 法面が、割れ目の多い岩、流れ盤、風化の速い岩、侵食に弱い土質、崩積

土等である場合 

ウ 法面に湧水等が多い場合 

エ 法面又は崖の上端面に雨水が浸透しやすい場合 

崖の上端からの垂直距離
Ｈ＞5ｍ

崖の上端からの垂直距離
Ｈ≦5ｍ

軟岩
（風化の著しいものは除く）

60度以下
（約1:0.6）

80度以下
（約1：0.2）

風化の著しい岩
40度以下

（約1:1.2）
50度以下

（約1：0.9）

砂利、まさ土、関東ローム、硬質粘土、
その他これらに類するもの

35度以下
（約1:1.5）

45度以下
（約1：1.0）

切土勾配

法面の土質

○ 専門家等の意見書については、５－６－１ 宅地造成及び特定盛土等区域の安

全確保の２．(3)学識経験者又は専門家の意見書に準じます。 
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２．切土法面の高さ、形状 

切土法面の高さ、形状については、次の基準によるものとします。 

 

① 切土法面は、法高 5 ｍごとに幅 1.5 ｍ以上の小段を設けること。 

② 切土勾配を 4 5 度とする場合における長大法面（がけの上端からの垂直法高が 15 ｍ以

上の場合）においては、法高 15 ｍ以内ごとに、幅 3 ｍ以上の幅広小段を設けることを基本

とする。 

なお、切土勾配を 3 5 度とする場合においても、法高 15 ｍ以内ごとに、幅 3 ｍ以上の幅

広小段を設けることを妨げません。 

③ 切土法面には、雨水その他の地表水を排除することができるように、必要な排水施設を

設置すること。 

④ 小段には、小段排水溝を設置し、また、約 2 0 ｍ程度の間隔で縦排水溝を設置することと

し、小段上面の排水勾配は、下段の崖面と反対方向に下り勾配を付けて小段排水溝に導

水すること。 

⑤ 小段はコンクリート等で表面を覆うこと。 

⑥ 崖の上端に続く地盤面は、特別の事情がない限り、雨水等の地表水が切土法面側へ流

下するのを防止するため、崖の反対方向に下り勾配を設けること。 

 

 

※ 長大切土法面の一例として、次の図を参考にしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

θ≦35°

θ≦35°

θ≦35°

θ≦35°

θ≦35°

排水勾配

小段1.5ｍ以
上

小段1.5ｍ以上

幅広小段3.0ｍ以上
(法高15ｍ以内に1箇所)

小段1.5ｍ以上

防災小堤

法面保護工

法勾配1:1.5以下

5.0ｍ

5.0ｍ

5.0ｍ

5.0ｍ

5.0ｍ

崖の上端から

の垂直法高

H＞15m
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５－６－５ 法面保護工及びその他の地表面の措置 

１．法面保護工及びその他の地表面の措置の基本的な考え方 

宅地開発等により土地の造成を行う場合、裸地となることで侵食や洗堀が生じ、これらの拡大に

より崩壊が発生することが懸念されるため、のり面その他の地表面にかかわらず、法面保護工によ

り保護する必要があります。宅地開発等に伴って生じる崖面については、擁壁（これにより難い場

合は、「５－６－９ 崖面崩壊防止施設」）で覆うことを原則としつつ、擁壁等で覆わない場合には、

その崖面が風化、侵食等により不安定化することを抑制するため、法面緑化工又は構造物による

法面保護工等で崖面を保護します。 

また、宅地開発等に伴って生じる崖面以外の地表面についても、侵食等により不安定化するこ

とを抑制するため、法面緑化工等により地表面を保護する必要があります。 

 

表 土工区分と地表面の勾配ごとに設置を要する構造物等の区分 

土工区分 地盤面の勾配 設置を要する構造物等 

盛土 
崖面（水平面に対し 30 度を超える） 擁壁/崖面崩壊防止施設 

崖面以外の地表面（水平面に対し 30 度以下） 法面保護工※1 

切土 

崖面（水平面に対し 30 度を超える） 擁壁/崖面崩壊防止施設※2 

法面保護工 

崖面以外の地表面（水平面に対し 30 度以下） 法面保護工※1 

※1 土地利用等により保護する必要性がない地表面を除く 

※2  擁壁の設置を要しない切土法面の土質・勾配を満足する場合を除く 

 
２．法面保護工の選定 

法面保護工は、法面の勾配、土質、気象条件、保護工の特性、将来の維持管理等について総合

的に検討し、経済性、施工性に優れた工法を選定するようにしてください。 

工法の選定にあたっては、次の各事項に留意するとともに、法面保護工の種類は、盛土等防災

マニュアルを参照してください。 

① 植生可能な法面では、植生の被覆効果及び根系の緊縛効果が法面の安定性向上に寄与す

ることに着目し、法面緑化工の選定を基本とする。ただし、植生に適さない法面又は法面緑化

工では安定性が確保できない法面では、構造物による法面保護工を選定すること。 

② 法面緑化工及び構造物による法面保護工では、法面排水工を併設すること。 

③ 同一法面においても、土質及び地下水の状態は必ずしも一様でない場合があるので、それ

ぞれの条件に適した工法を選定すること。 

 
３．法面緑化工の設計・施工上の留意事項 

法面緑化工の成否は、植物の生育いかんによるため、その設計・施工にあたっては、次の各事

項に留意してください。 

① 法面緑化の工完成に必要な施工場所の立地条件を調査すること。 

② 法面の勾配は、なるべく 40 度（約 1:1.2）より緩い勾配とすること。 

③ 法面の土質は、植物の生育に適した土壌とすること。 

④ 植物の種類は、活着性がよく、生育の早いものを選定すること。 

⑤ 施工時期は、なるべく春期とし、発芽に必要な温度・水分が得られる範囲で、可能な限り早

い時期とすること。 
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⑥ 発芽・生育を円滑に行うために、条件に応じた適切な補助工法を併用すること。 

⑦ 日光の当たらない場所等植物の生育の困難な場所は避けること。 

 

４．構造物による法面保護工の設計・施工上の留意事項 

構造物による法面保護工の設計・施工にあたっては、法面の勾配、土質、湧水の有無等につい

て十分に検討する必要があります。 

 

５．法面排水工の設計・施工上の留意事項 

法面排水工の設計・施工にあたっては、次の各事項に留意してください。 

① 湧水及び地下水の状況を把握するため、事前に十分な調査を行うこと。 

② 崖の上端に続く地表面には、その崖の反対方向に雨水その他の地表水が流れるよう、地盤

に勾配を付して排水することを基本とする。 

③ 法面を流下する地表水は、法肩及び小段に排水溝を設けて排除すること。 

④ 浸透水は、地下の排水施設により速やかに地表の排水溝に導き排除すること。 

⑤ 法面排水工の流末は、十分な排水能力のある排水施設に接続すること。 

⑥ 法尻等の勾配変化点では跳水や溢水による法面の侵食や洗掘が懸念されるため、排水溝

への跳水防止版の設置、排水溝の外側への保護コンクリート等の措置を講ずる。 

 

６．崖面以外の地表面に講ずる措置 

宅地開発等に伴って生じる地表面は、裸地となることにより、風化や雨水等による侵食や洗掘が

生じやすく、侵食や洗掘が進行した場合、崩壊が生じる可能性があります。 

このため崖面以外の地表面についても、侵食や崩壊を防止するため、排水施設等の設置により

適切に排水を行うとともに、植生工等により地表面を保護する必要があります。 

特に、太陽光発電施設等の施設が設置される地盤については、施設の設置に伴う雨水の流出

量の増大等が生じ、侵食を生じやすくなることが想定されるため、十分な検討を行うようにしてく

ださい。 

なお、次の各事項に該当するものは、地表面の保護を要しません。 

① 排水勾配を付した盛土又は切土の上面 

② 道路の路面の部分その他の地表面を保護する必要がないことが明らかなもの 

③ 農地等で植物の生育が確保される地表面 

 
崖面以外の地表面に講ずる措置は、崖面と同様に法面保護工及び法面排水工によるものとし、

その設計・施工に当たっては、次の各事項に留意してください。 

① 法面保護工は、崖面以外の地表面は緩勾配であるため全面緑化を基本とし、雨水等の分

散機能を高める筋工・柵工等の緑化基礎工の併用も効果的である。 

② 太陽光発電設備を設置する場合においては、パネル直下は雨垂れによる局部的な浸食の

対応が必要となる。また太陽光パネル等の不浸透性材料で覆われる箇所は雨水の流出係数

を大きくする必要があることに留意する。加えて、太陽光発電設備のパネル下部等の日陰とな

る箇所では、保護シート等の使用も考えられる。  
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５－６－６ 擁壁の設置 

１．擁壁の設置義務 

盛土又は切土をした土地の部分に生ずる崖面（地表面が水平面に対し 3 0 度を超える角度をな

す土地）で、次に掲げる崖面以外のものには擁壁を設置し、崖面を覆わなければなりません。（政

令第 8 条） 

 

(1) 擁壁の設置が必要な切土又は盛土をした崖面の最小高さ 

① 本市においては、宅地開発等の許可が必要となる場合の盛土、切土の高さの基準を

5 0 cm とします。 

② 盛土、切土により生じる崖面の高さが 50cm を超える場合は、基準に合った擁壁を設

置する必要があります。 

③ 宅地造成等区域内で宅地開発を行う際、既に存する崖面（3 0 度を超えるもの）につい

て、その高さが 5 0 cm を超える場合は、宅地造成等に伴う災害を防止するための措置とし

て、基準に合った擁壁を新たに設置する必要があります。 

 

(2) 切土崖面で擁壁を要しない勾配の上限 

① 切土をした土地の部分に生ずる崖で、その崖の土質に応じて、勾配が次の表の角度以下

の場合は、擁壁を設置する必要はないものとします。 

 

 

 

 

 

 

※ 「５－６－４ 切土」と同じ考えとなっています。 

 

② 侵食防止のための法面保護工が必要になります。 

 

③ シラス地山の切土勾配の緩和 

切土を行う地山が硬固な土質で、崩壊の危険がない旨の学識経験者又は専門家の意見

書が提出された場合は、擁壁を要しない切土勾配の上限 3 5 度を、4 5 度を超えない範囲

まで緩和することができるものとします。 

 

 

 

(3) 崖面崩壊防止施設が設置された崖面 

 
 
 
 

２．擁壁の任意設置 

許可を受けなければならない宅地造成等に関する工事により設置する擁壁で高さが 2 .0 ｍを

超えるものについては、建築基準法施行令第 14 2 条の規定を準用します。（政令第 13 条） 

  

○ 専門家等の意見書については、５－６－１ 宅地造成及び特定盛土等区域の安

全確保 の２．(3) 学識経験者又は専門家の意見書に準じます。 

崖の上端からの垂直距離
Ｈ＞5ｍ

崖の上端からの垂直距離
Ｈ≦5ｍ

軟岩
（風化の著しいものは除く）

60度以下
（約1:0.6）

80度以下
（約1：0.2）

風化の著しい岩
40度以下

（約1:1.2）
50度以下

（約1：0.9）

砂利、まさ土、関東ローム、硬質粘土、
その他これらに類するもの

35度以下
（約1:1.5）

45度以下
（約1：1.0）

切土勾配

法面の土質

「崖面崩壊防止施設」の基準は、 

 「５－６－９ 崖面崩壊防止施設の設置」のとおりとなります。 
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５－６－７ 擁壁の構造(政令第 8 条、第 17 条) 

１．擁壁の種類 

宅地開発等において一般的に用いられる擁壁を、材料及び形状により大別すると、次の表のと

おりです。 

 

種類 特徴

・間知石等を積み重ねた簡易な擁壁である。

・法勾配、法長及び線形を自由に変化させる
ことができる。

・擁壁の高さは５ｍまでとし、上載荷重は５
kN/㎡以下を想定している。

形状

練
積
み
造
擁
壁

Ｌ型擁壁

重
力
式
擁
壁

・擁壁自体の重量により土圧に抵抗する擁壁
である。

・基礎地盤が良好である場合に使用される。

も
た
れ
式
擁
壁

・練積み造擁壁と重力式擁壁の中間的形式の
ものである。

・主に切土部に用いられる。

逆Ｔ型擁壁

片
持
ち
ば
り
式
擁
壁

・片持ちばり式擁壁は、たて壁と底版からな
る。

・壁体は鉄筋コンクリート構造で、断面は重
力式等より小さくなる。

・Ｌ型擁壁は、壁面に土地境界が接している
場合等、つま先版が設けられない場合に適し
ている。

控
え
壁
式
擁
壁

・片持ちばり式擁壁の鉛直壁背面と底版との
間に三角形の控え壁を入れ、鉛直壁及び底版
を三辺固定の状態にしたものである。

・三辺固定にすることで壁体に生ずる応力を
小さくすることができる。

・壁高が７ｍ以上の場合によく用いられる。



 

- 270 - 

２．擁壁構造の基本的事項 

擁壁の高さに関しては、特別の明示がない限り、擁壁の高さ H とは、擁壁前面の地盤線より擁

壁天端までの垂直距離を指します。 

 

練石積擁壁（ブロック積）          Ｌ型擁壁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．義務設置擁壁の構造 

盛土又は切土をした土地の部分に生ずる崖面に設置する擁壁の構造は、 

「鉄筋コンクリート造」 

「無筋コンクリート造」 

「間知石練積み造その他の練積み造」 

となります。（政令第 8 条第 1 項第 2 号） 

なお、上記以外にあっても、国土交通大臣がこれらの規定による擁壁と同等以上の効力があると

認めるもの（コンクリート二次製品の宅造認定品）についても使用できます。（政令第 17 条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造の擁壁の構造（政令第 9 条） 

(1) 安全性の検討項目（政令第 9 条第 1 項） 

鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造の擁壁の構造は、構造計算によって次のいずれ

にも該当することを確かめたものでなければなりません。 

 

 

 

   

擁壁の 擁壁の高さ
全高 （地上高：H）

根入れ長さ

擁壁基礎

擁壁の 擁壁の高さ
全高 （地上高：H）
設計計算
上の高さ

根入れ長さ

【解説】 

① 完了後の二次造成による土砂流出等の防止の観点から、盛土又は切土により生じ

る高さが 50cm を超える崖面には、擁壁を設置するものとします。 

  なお、高さ(地盤面下の部分は含まず。)50cm 以下については、基礎構造を確認

した上で、建築用空洞ブロックを擁壁として使用することを認めます。 

② コンクリート二次製品の擁壁を使用する場合は、国土交通大臣が宅地用として認

定したものでなければなりません。 

③ 重力式擁壁については、国土交通省制定土木構造物標準設計の基準によります。 

④ その他の擁壁については、構造計算により安全性を確認したものに限ります。 

① 土圧、水圧及び自重（以下「土圧等」という。）によって、擁壁が破壊されないこと。 

② 土圧等によって擁壁が転倒しないこと。 

③ 土圧等によって擁壁の基礎が滑らないこと。 

④ 土圧等によって擁壁が沈下しないこと。 
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(2) 材料の応力度（政令第 9 条第 2 項第 1 号） 

① 常時 

土圧等によって擁壁の各部に生ずる応力度が、擁壁の材料である鋼材又はコンクリート

の許容応力度（長期）を超えないこと。 

 

② 地震時 

土圧等によって擁壁の各部に生ずる応力度が、擁壁の材料である鋼材又はコンクリート

の設計基準強度を超えないこと。 

 

(3) 転倒（政令第 9 条第 2 項第 2 号） 

① 常時 

常時における土圧等による擁壁の転倒モーメントが擁壁の安定モーメントの 2 ／3 以下

であること。 

安定モーメント÷転倒モーメント＝1.5 以上（安全率） 

なお、転倒安全率の規定ともに、土圧等の合力の作用点は、底版幅 B の中央からの偏

心距離 e が e≦B／6 を満足すること。 

 

② 地震時 

地震時における土圧等による擁壁の転倒に対する安全率は 1.0 以上であること。 

安定モーメント÷転倒モーメント＝1.0 以上（安全率） 

なお、転倒安全率の規定ともに、土圧等の合力の作用点は、底版幅 B の中央からの偏

心距離 e が e≦B／2 を満足すること。 

 

(4) 滑動（政令第 9 条第 2 項第 3 号） 

① 常時 

常時における土圧等による擁壁の基礎の滑動に対する安全率は 1.5 以上であること。 

滑動に対する抵抗力÷滑動力＝1.5 以上（安全率） 

 

② 地震時 

地震時における土圧等による擁壁の基礎の滑動に対する安全率は 1.0 以上であること。 

滑動に対する抵抗力÷滑動力＝1.0 以上（安全率） 

 

(5) 地盤に生じる応力度（政令第 9 条第 2 項第 4 号） 

① 常時 

土圧等によって擁壁の地盤に生ずる応力度が当該地盤の許容応力度（長期）を超えな

いこと。 

 

② 地震時 

土圧等によって擁壁の地盤に生ずる応力度が当該地盤の極限支持力度（許容応力度

（長期）の安全率を考慮しない。）を超えないこと。 

地盤の許容支持力度＝地盤の極限支持力度÷安全率 
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なお、具体的な構造計算方法等については、以下に掲げる図書等も参照してください。 

 

 

 

 

 

 

(6) 根入れ深さ 

根入れ深さは、将来予想される地盤の洗堀や掘削の影響を考慮し、十分な余裕をみて設

定しなければなりません。 

根入れによる受動土圧は設計上考慮しませんが、根入れは、長期間にわたる支持地盤の

安定や活動に対する安全性を確保する上で経験的に考慮されている事項です。 

  

安全率（Ｆｓ）のまとめ

常時 地震時

破壊 長期強度 設計基準強度

転倒 1.5 1.0

滑動 1.5 1.0

沈下 3.0 1.0

① 盛土等防災マニュアル 

② 国土交通省制定土木構造物標準設計 

③ 道路土工 擁壁工指針 

④ 建築基礎構造設計指針 

⑤ その他関係する技術指針等 
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(7) 安定計算、構造計算における地盤調査の手続き 

擁壁の安定、構造計算を行うために必要な地盤や盛土材等の諸定数については、許可申

請前に地盤調査等により確認すべきでありますが、宅地開発等区域内での地盤調査が、許

可後でなければできないやむを得ない理由がある場合は、「地盤調査等に関する確約書」を

提出する必要があります。（盛土全体の安全性の検討が必要な場合を除く） 

 

地盤調査に基づく擁壁の安定、構造計算に関する手続きについては、次のフローによるこ

ととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

の諸定数の算出

擁壁の安定、構造
計算のやり直し

擁壁の安定、構造
計算のやり直し

市と協議・承認又は市に報告

地盤調査や盛土材の土質調査
の実施（せん断試験）

許可申請前における地盤調査

許　可　申　請（32条事前協議申出）

地盤調査や盛土材の土質試験
の実施

　　　　擁壁の構造寸法が変更になった場合は
　　　　完了前に変更許可の手続きが必要

土質試験の実施

工　　事　　着　　工

地盤調査の結果が仮定の
諸定数と異なっているか

現場状況が地盤調査の結果
と異なっていないか

擁壁の築造

市と協議・承認又は市に報告

単位体積重量や内部摩擦角等

の諸定数の算出（せん断試験）

単位体積重量や内部摩擦角等

許　　　　　　　　可

「地盤調査等に関する確約書」
の作成

擁壁の安定、構造計算の実施
仮定の諸定数による擁壁の

安定、構造計算の実施

諸定数の算出

行える 行えない

異なって
いる

異なって
いない

異なって
いる

異なって
いない
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① 単位体積重量と土圧係数 

土質 単位体積重量（KN/㎥） 土圧係数 

砂利又は砂 18 0.35 

砂質土 17 0.40 

シルト、粘土、又はそれらを多く含む土 16 0.50 

 

② 基礎地盤と摩擦係数 

基礎地盤の土質 摩擦係数 備考 

岩、岩層、砂利、砂 0.50  

砂質土 0.40  

シルト、粘土、又はそれらを多く含む土 0.30 

擁壁の基礎底面から少なくとも 15

㎝までの深さの土を砂利又は砂に置

き換えた場合に限る。 

 

③ 裏込め土・盛土の強度定数 

高さ８ｍ以下の擁壁で、土質試験を行うことが困難な場合は、経験的に推定した下記の

値を用いてもかまいません。ただし、工事着工後、地盤調査や盛土材の土質調査を実施

し、報告する必要があります。 

裏込め土・盛土の強度定数 

裏込め土・盛土の種類 せん断抵抗角（φ） 粘着力（ｃ）※２ 

礫質土 35° － 

砂質土※１ 30° － 

粘性土（ただし WL＜50％） 25° － 

※１ 細粒分が少ない砂は、礫質土の値を用いてもよい。 

※２ 土質定数を上表から推定する場合は、粘着力 C を無視する。 

※道路土工 擁壁工指針（社）日本道路協会 平成 2 4 年 7 月 一部加工 

 

④ 地盤の許容応力度（建築基準法施行令第 93 条） 

許可申請時に限り、下記の数値を使用することができます。この場合、工事着手後に現

地試験等により基礎地盤の許容応力度を確認し、設計上の許容応力度を上回ることが必

要です。必要な許容応力度が得られない場合には、設計変更が必要です。 

地盤 
長期許容応力度

（KN/㎡） 

短期許容応力度 

（KN/㎡） 

岩盤 1,000 

長期許容応力度の 2 倍 

団結した砂 500 

土丹盤 300 

密実な礫層 300 

密実な砂質地盤 200 

砂質地盤（地震時液状化のおそれのな

いものに限る） 
50 

固い粘土質地盤 100 

粘土質地盤 20 

固いローム層 100 

ローム層 50   
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(8) 擁壁の耐震設計 

① 耐震設計の設計手法 

擁壁の耐震設計は、震度法を標準とします。 

 

② 耐震設計の要否 

耐震設計が必要な擁壁の要件と規模は次のとおりとします。 

 

 

※ 高さ 5ｍ以下でも耐震設計を行う必要がある一定要件は次のとおりとします。 

1) 交通量の多い道路や鉄道に近接して築造する擁壁で、万一の倒壊によって交通が遮断

される恐れがある場合。 

2) 公共施設あるいは公益性の高い施設に近接して築造される擁壁で、万一の倒壊によっ

て施設が全壊又は半壊する恐れがある場合。 

3) 調整池を構成する擁壁で、倒壊によって、二次災害を招く恐れがある場合。 

4) 崩壊及び倒壊に対する復旧が、地形的あるいは土地利用状況上極めて困難で、周辺住

民の生活環境に長期間に渡って多大な支障を来たす恐れがある場合。 

 
③ 設計水平震度 

設計水平震度は、次の式により算出した値とします。 

ｋh＝Ｃz×ｋo 

Ｃｚ：設計水平震度 

△1：地域別補正係数＝0.8（建築基準法施行令第 88 条の Z の数値） 

ｋo：標準設計水平震度＝0.25（大地震） 

 

設計水平震度ｋh＝0.8×0.25=0.20 とします。 

 

  

5ｍ以下 5ｍ超える

擁壁の重要度 高い

復旧の難易度 困難

擁壁の重要度 低い

復旧の難易度 容易

擁壁の要件

擁壁の規模

必要あり

必要なし

通常は必要ないが、一
定の要件に該当する場
合は、必要あり

擁壁の高さ（H)
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５．練積み造の擁壁の構造（政令第 10 条） 

( 1)  高さの最高限度（地盤面から擁壁天端までの垂直高）は、5.0ｍとなります。 

 

( 2 )  練石積擁壁の擁壁天端に続く地表面は水平とします。 

ただし、練石積擁壁の背面に法面がある場合においては、次の図のとおりに水平部分を確

保しなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( 3 )  練石積擁壁に作用する上載荷重は、5KN/㎡程度を想定しています。 

上載荷重（建物荷重）が 5 K N /㎡を超える場合は、練石積擁壁以外の擁壁の選定や建物

荷重が擁壁に影響しないような建物基礎の設計が必要となります。 

 

( 4 )  石材その他の組積材（間知ブロック等）は、控え長さを 3 0 cm 以上とし、コンクリートを用

いて一体の擁壁とし、かつ、その背面に栗石、砂利又は砂利混じり砂で有効に裏込めをしな

ければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

( 5 )  擁壁の前面の根入れ深さは、擁壁背面の土質に応じて、次の表のとおりとし、かつ、擁壁

には鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造で、擁壁の滑り及び沈下に対して安全である

基礎を設けなければなりません。 

 

根入れ深さ

第一種
岩、岩屑、砂利又は
砂利まじり砂

第二種
真砂土、関東ローム、硬質粘
土その他これらに類するもの
(※シラスはこの分類に入る)

第三種 その他の土質
　擁壁高さの100分の20以上、かつ、
　45cm以上

崖の土質

　擁壁高さの100分の15以上、かつ、
　35cm以上

※擁壁高は、地盤面から擁壁天端までの垂直距離

土塊を除去

切土 地山

切土

θ=30°

上端 下端

　3ｍ以下 30cm 40cm

　3ｍを超え
　4ｍ以下

30cm 50cm

　4ｍを超え
　5ｍ以下

30cm 60cm

擁壁上端からH×1/5下方

H=3m×1/5＝60cm
H=4m×1/5＝80cm
H=5m×1/5＝100cm

擁壁の高さ

（H）

透水層の厚さ
透水層上端の設置位置
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( 6 )  間知石積み及びその他の練積み造擁壁の構造は、擁壁背面の土質に応じて、勾配、高さ

及び擁壁の厚さ（裏込めコンクリート含む。）等を次の表のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 通常使用する中欄の構造図を「５－６－８ 練積み造擁壁標準図」として掲載しています。 

 

( 7 )  練石積み擁壁の必要地耐力 

練石積み擁壁の必要地耐力は、擁壁の高さと勾配に応じて、次の表のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

   

２ｍ ３ｍ ４ｍ ５ｍ

盛土

切土
100 125

必要地耐力
（kN/㎡）

擁壁の高さ

75 75

勾配 擁壁の高さ
下端部
の厚さ

上端部
の厚さ

70度を超え75度以下 2ｍ以下 40cm以上

(約３分) 2ｍを超え3ｍ以下 50cm以上

2ｍ以下 40cm以上

2ｍを超え3ｍ以下 45cm以上

3ｍを超え4ｍ以下 50cm以上

3ｍ以下 40cm以上

3ｍを超え4ｍ以下 45cm以上

4ｍを超え5ｍ以下 60cm以上

70度を超え75度以下 2ｍ以下 50cm以上

(約３分) 2ｍを超え3ｍ以下 70cm以上

2ｍ以下 45cm以上

2ｍを超え3ｍ以下 60cm以上

3ｍを超え4ｍ以下 75cm以上

2ｍ以下 40cm以上

2ｍを超え3ｍ以下 50cm以上

3ｍを超え4ｍ以下 65cm以上

4ｍを超え5ｍ以下 80cm以上

70度を超え75度以下 2ｍ以下 85cm以上

(約３分) 2ｍを超え3ｍ以下 90cm以上

2ｍ以下 75cm以上

2ｍを超え3ｍ以下 85cm以上

3ｍを超え4ｍ以下 105cm以上

2ｍ以下 70cm以上

2ｍを超え3ｍ以下 80cm以上

3ｍを超え4ｍ以下 95cm以上

4ｍを超え5ｍ以下 120cm以上

40cm以上

70cm以上第三種 その他の土質

65度を超え70度以下
(約４分)

65度以下
(約５分)

第二種

真砂土、関東
ローム、硬質粘
土その他これら
に類するもの
(※シラスはこ
の分類に入る)

65度を超え70度以下
(約４分)

65度以下
(約５分)

崖の土質

第一種
岩、岩屑、砂利
又は砂利まじり
砂

65度を超え70度以下
(約４分)

65度以下
(約５分)

構造寸法

40cm以上
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６．大臣認定擁壁（特殊の材料又は構法による擁壁）（政令第 17 条） 

( 1)  設置しようとする現場の設計条件（地盤調査に基づく設計諸定数）と認定条件を確認して

ください。合致しない場合の使用は認められません。 

( 2 )  擁壁の設置位置等により地震時の設計が必要となる場合は、基本的には採用できません。 

( 3 )  擁壁天端の場所打ちコンクリートによる嵩上げあるいは現場合わせによる天端の切り下げ

等、二次製品に負荷を与える設計は認められません。 

( 4 )  申請にあたっては、採用する擁壁の認定に関する書類の写しを添付してください。 

 

７．擁壁背面排水 

擁壁背面には、水抜穴の周辺、その他必要な場所に、栗石又は砂利等の透水層、あるいは透水

マットを設けなければなりません。 

 

(1) 透水層（裏込め材） 

透水層の下部には、厚さ 5 cm 以上の止水コンクリートを透水層の下端の厚み以上設置

し、その上に栗石又は砂利等の透水層を設けるものとします。 

透水層の構造は、次の表のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 透水マット 

透水層として石油系素材を用いた｢透水マット｣を使用することもできるものとします。その

取扱いについては、「擁壁用透水マット技術マニュアル」によるものとします。（透水マットは吸

出し防止材ではありません。） 

 

① 透水マットの使用範囲 

使用範囲については、高さが 5 ｍ以下の鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造の擁

壁に限ります。 

したがって、練積み造（ブロック積擁壁）や空積み造の擁壁には用いることができませ

ん。なお、鉄筋コンクリート造には、2 次製品のＬ型擁壁も含まれます。   

上端 下端

　3ｍ以下 30cm 40cm

　3ｍを超え
　4ｍ以下

30cm 50cm

　4ｍを超え
　5ｍ以下

30cm 60cm

上記以外 　高さに関係なく 30cm 30cm 擁壁上端から30cm下方

透水層上端の設置位置

擁壁上端からH×1/5下方

H=3m×1/5＝60cm
H=4m×1/5＝80cm
H=5m×1/5＝100cm

擁壁の種別

練積み擁壁
（ブロック積）

擁壁の高さ

（H）

透水層の厚さ
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② 透水マットの使用方法 

使用方法については、次の表のとおり、高さに応じて異なってきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○高さ 3ｍ以下の場合             ○高さ 3ｍ超え、5ｍ以下の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 擁壁の水抜穴 

擁壁には、擁壁背面に加わる土圧及び水圧の増大を防ぐことを目的に、背面の雨水、地下

水等を有効に排水するため、水抜穴を設ける必要があります。 

水抜穴設置については、次の事項に留意してください。 

 

① 内径 7.5cm 以上の硬質塩化ビニル管（VP 管）を壁面 3 ㎡当たり 1 箇所以上、千鳥

状に配置してください。なお、壁面とは、擁壁の表面のことであり、地盤面下に埋没している

部分は含まれません。 

② 擁壁の下部や裏面に湧水のある箇所は、別途増加して配置してください。 

③ 水抜穴（パイプ）を設置する場合は、排水方向に適当な勾配をとってください。（水平に設

置しないこと） 

④ 水抜穴（パイプ）の裏側には、目詰まりや裏込材が流出しないように、また、閉塞しないよ

うに適当な材料（吸出し防止材等）を用いて保護するようにしてください。 

⑤ 宅造認定品（Ⅼ型擁壁 2 次製品）を使用する際に、道路の傾斜や河川隣接で深く設置す

ることにより、所定の水抜穴がふさがれる形になる場合は、事前に土地利用調整課と協議

すること。 

 

 

 

 

 

 

水抜きパイプ(VP管)φ75mm以上
・3㎡当たり1箇所以上、千鳥状
に配置する。
・適当な勾配を設ける。
・パイプの長さは裏込め材に入
り過ぎないようにする。

擁壁
吸出し防止材等
・目詰まりや裏込め材が
流出しないようにする。

水抜穴
透水マット

最下端の水抜穴より下まで張る

H≦3ｍ

h＝30cm

透水マット

水抜穴
透水層
幅30cm、高50cm

止水コンクリート
最下端の水抜穴まで張る t=5cm

h＝30cm

3ｍ＜H≦5ｍ

擁壁の高さ

擁壁種別

鉄筋コンクリート

控え壁を有する擁
壁の場合、控え壁
の両面共、全面貼
りとする。

無筋コンクリート

備考3ｍ以下
3ｍを超え
5ｍ以下

擁壁背面の全長、全面
にわたって貼り付け
る。

擁壁背面の全長、全面貼
りに加えて、下部水抜穴
の位置に厚さ30cm以上、
高さ50cm以上の栗石又は
砂利等による透水層を擁
壁全長にわたって設置す
る。
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(4) 暗渠排水による水抜 

水抜穴による擁壁前面への排水が困難な場合や調整池擁壁で水抜穴を設置すべきでは

ない等やむを得ない理由がある場合は、暗渠排水管を設けて横引き誘導排水を行い擁壁背

面の排水を行う必要があります。 

 

 

８．擁壁設置上の留意事項 

擁壁を設置する場合の一般的な留意事項は次のとおりとします。 

 

(1) 斜面上に擁壁を設置する場合 

斜面上に擁壁を設置する場合には、下図①のように、擁壁基礎前端より、擁壁の高さの

0.4H 以上で、かつ 1.5ｍ以上、下表に示す土質別角度( θ)の影響線と地表面と交わる点

より後退することとします。 

なお、後退部分は浸食防止の為にコンクリート打ち等により、風化侵食のおそれのない状

態にする必要があります。 

また、緩やかな斜面上に擁壁を設置する場合には、下図②のように、擁壁前面において擁

壁の高さの 0.4H 以上で、かつ 1.5ｍ以上の水平な仮想地盤線から必要な根入れを確保

することとします。 

 

①斜面上に擁壁を設置する場合 

 

   

擁
壁

暗渠排水管

裏
込
め
材

隣接地の構造物等が近接している等の
理由により水抜き穴を設けることがで
きない場合は、裏込め材に暗渠排水管
を設置し、排水可能な場所まで横引き
する。
なお、二次製品等の場合は、既存の水
抜穴はコンクリート等により間詰めす
る。

隣接地構造物等

H

斜面下端

0.4H以上で
かつ1.5m以上

θ

ｺﾝｸﾘｰﾄ打ち
厚さ5cm～10cm

必要な根入れ
・0.15H以上かつ35cm以上

又は
・0.20H以上かつ45cm以上
(基礎地盤が軟弱な場合)
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②緩やかな斜面上に擁壁を設置する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 1）、注 2）「軟岩」、「風化の著しい岩」の判定については、土質調査の結果が必要。 

注 3）ここでいう「盛土」とは、基準に合わない状態で施工された盛土をいう。 

※ 「砂利、真砂土、関東ローム、硬質粘土その他これらに類するもの」については、地山が硬固な

土質で、崩壊の危険のない旨の学識経験者又は専門家の意見書が提出された場合は、土質別

角度の 30 度を 45 度を超えない範囲まで緩和することができるものとします。 

 

 

 

 

 

(2) 上部・下部に擁壁を近接して設置する場合（二段擁壁の考え方） 

次の図のように、擁壁を近接して設置する場合において、角度θ＝3 0 度内に入っている

場合は、それぞれを個別の擁壁として扱いますが、角度内に入っていない場合は、二段の擁

壁とみなし、一体の擁壁として設計する必要があります。 

なお、上部の擁壁がθ＝3 0 度の角度内に入っている場合は、別個の擁壁として扱います

が、水平距離を 0.4H 以上で、かつ 1.5ｍ以上離さなければなりません。   

土質別角度(θ)

背面土質
軟岩
注1）

 風化の著
 しいもの
 を除く

風化の著
しい岩
注2）

砂利、真砂土、関東
ローム、硬質粘土そ
の他これらに類する
もの

盛土又は
腐植土
注3）

角　度
(θ)

40度 30度(※～45度) 25度60度

○ 専門家等の意見書については、５－６－１ 宅地造成及び特定盛土等区域

の安全確保の２．(3)学識経験者又は専門家の意見書に準じます。 

H

斜面下端

0.4H以上で
かつ1.5m以上

θ

仮想地盤線

必要な根入れ
・0.15H以上かつ35cm以上

又は
・0.20H以上かつ45cm以上

(基礎地盤が軟弱な場合)
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① 上部擁壁、下部擁壁とも間知石積みで築造する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 上部擁壁を鉄筋コンクリート造、下部擁壁を間知石積み擁壁で築造する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 上部擁壁、下部擁壁とも鉄筋コンクリート造で築造する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

H

0.4H以上で

かつ1.5ｍ以上

θ=30°

必要な根入れ

・0.15H以上かつ35cm以上

又は
・0.20H以上かつ45cm以上
(基礎地盤が軟弱な場合)

H

0.4H以上で

かつ1.5ｍ以上

θ=30°

必要な根入れ

・0.15H以上かつ35cm以上

    又は

・0.20H以上かつ45cm以上

 (基礎地盤が軟弱な場合)

H

0.4H以上で
かつ1.5ｍ以上

必要な根入れ

・0.15H以上かつ35cm以上
　　又は

・0.20H以上かつ45cm以上

　(基礎地盤が軟弱な場合)

θ=30°
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④ 上部擁壁、下部擁壁とももたれ式擁壁で築造する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 上部擁壁、下部擁壁とも重力式擁壁で築造する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

H

0.4H以上で

かつ1.5ｍ以上

θ=30°

必要な根入れ

・0.15H以上かつ35cm以上

　　又は

・0.20H以上かつ45cm以上

　(基礎地盤が軟弱な場合)

H

0.4H以上で

かつ1.5ｍ以上

θ=30°

必要な根入れ

・0.15H以上かつ35cm以上

又は
・0.20H以上かつ45cm以上

(基礎地盤が軟弱な場合)

H

0.4H以上で

かつ1.5ｍ以上

θ=30°

必要な根入れ

・0.15H以上かつ35cm以上

又は
・0.20H以上かつ45cm以上

(基礎地盤が軟弱な場合)
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(3) 上下に擁壁を設置する時の基準角度 30 度を 45 度まで緩和する場合の取扱い 

本市においては、二段擁壁を判定する場合の基準角度は、3 0 度としておりますが、崖が堅

固な土質で崩壊の危険がない旨の学識経験者又は専門家の意見書が提出された場合に限

り、4 5 度まで緩和できるものとします。 

 

ただし、この規定を用いて、上部及び下部に擁壁を近接して設置する場合には、次の事項

に留意する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 基準角度の支点は、基礎下端の背面に施工上必要な余裕幅(ｂ)を加えた位置とし

ます。 

施工上必要な余裕幅(ｂ)については、型枠設置及び埋戻しによる機械転圧を考

慮して、50cm 以上とします。 

② 地山掘削を伴う場合、掘削勾配(θ’)が基準角度の内側に入る場合は、この緩和

規定は適用できません。 

③ 地山掘削勾配の決定にあたっては、関係法令により決定することとします。 

④ 設計においては、専門家の意見書に基づいた施工計画書が必要となります。 

⑤ 施工にあたっては、必要以上に地山を乱さないこととし、完成時には、施工状況

が判別できる写真を添付する必要があります。 

b b

H

0.4H以上で
かつ1.5m以上

切 土

θ=45°
θ'

埋 戻
(盛土)

30°

盛土法面

掘削勾配線

θ=45°

切土法面

地 山

θ≦30°

θ;土質別角度(45°)
θ';掘削勾配
ｂ;余裕幅(50cm以上)

Ｈ;擁壁高さ(地表面以上)

支点

○ 専門家等の意見書については、５－６－１ 宅地造成及び特定盛土等区域の安

全確保の２．(3)学識経験者又は専門家の意見書に準じます。 
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(4) 河川、水路等（開渠）に隣接して擁壁を設置する場合 

① 河川、水路等（開渠）に隣接して擁壁を設置する場合には、下図のように、根入れ長さは

河床高（水路底盤高）からとします。 

 

 

 

 

 

 

 

② 当該河川、水路等に将来計画がある場合は、その計画河床高を基準とします。 

 

③ 水路幅、水路高ともに 0 .5 ｍ未満のときの根入れは、地盤面からとることとします。 

※ 擁壁の設置位置等については、事前に河川、水路等の管理者と協議してください。 

 

(5) 河川、水路等（開渠）に近接して擁壁を設置する場合 

① 改修された河川、水路等（開渠）に近接して擁壁を設置し、かつ、擁壁基礎が河床（水路

底版）より上となる場合は、下図のように、河床高（水路底版高）を起点として基準角度（30

度）内に設置しなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

② 当該河川、水路等に将来計画がある場合は、その計画河床高を基準とします。 

 

③ 河川、水路沿いが斜面でその斜面上に擁壁を設置する場合は、「８．( 1) 斜面上に擁壁を

設置する場合」の基準を適用します。 

※ 擁壁の設置位置等については、事前に河川、水路等の管理者と協議してください。 

 

(6) 擁壁の天端に防護柵等を設置する場合 

擁壁の天端に防護柵等を直接設置する場合は、原則として｢防護柵の設置基準・同解説｣

及び｢車輌用防護柵標準仕様解説・同解説｣等に準拠して設計することとしますが、擁壁が道

路擁壁を兼ねる場合は、各道路管理者と事前に協議してください。 

 

９．擁壁の施工上の留意事項 

( 1)  土質試験等により原地盤が設計条件を満足することを確認してください。なお、床掘りにあ

たっては、地盤を乱さないよう慎重に施工してください。 

( 2 )  鉄筋の継手部の重ね長さ及び末端部の定着処理を適切に行ってください。なお、基礎フー

チングと鉛直壁との境目に継手が生じないようにしてください。また、主筋の継手は、同一断

面に集めないように千鳥配置してください。 

▽河床高

必要根入長

水路底盤

必要根入長

▽
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( 3 )  コンクリートは、密実かつ均質で十分な強度を有するよう、打設、打継ぎ、養生等を適切に

行ってください。なお、コンクリート打設時には、必ず圧縮強度試験用の供試体を作成し、定め

られた試験方法により、圧縮強度試験を行ってください。 

( 4 )  擁壁背面の裏込め土の埋戻しは、所定のコンクリート強度が確認されてから行ってくださ

い。また、沈下等が生じないように十分に締固めてください。 

( 5 )  伸縮継目は、特に地盤の変化する箇所、擁壁高さが著しく異なる箇所、擁壁の構造工法が

異なる箇所は有効に伸縮継目を設け、基礎部分まで切断してください。また、擁壁の屈曲部に

おいては、伸縮継目の位置を隅角部から擁壁の高さ分だけ避けて設けてください。なお、伸

縮継目の間隔及び厚さは次の表を標準とします。 

 

 

 

 

 

 

( 6 )  隅角部は確実に補強してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

擁壁種別 間隔(ｍ) 厚さ(ｍｍ)

練 積 み 造 ２０以下 １０

無 筋 コ ン ク リ ー ト 造 １０以下 １０

鉄 筋 コ ン ク リ ー ト 造 ２０以下 ２０

鉄筋コンクリート造擁壁の隅部は該当

する高さの擁壁の横筋に準じて配筋す

ること 

伸縮目地 

伸縮目地 

・擁壁の高さ 3.0 メートル以下のとき ａ＝50 センチメートル 

・擁壁の高さ 3.0 メートルを超えるとき ａ＝60 センチメートル 

・伸縮目地の位置 ℓ は、2.0 メートルを超え、かつ擁壁の高さ程度とする。 
 

※盛土等防災マニュアルの解説を引用し一部改変 
 

隅角部の補強方法及び伸縮継目の位置 
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( 7 )  練積み造擁壁の施工において、裏込めコンクリートが透水層内に流入して機能を損なわな

いように抜型枠を使用してください。また、胴込め及び裏込めコンクリートの打設にあたって

は、コンクリートが間知石と一体になるように十分突き固めてください。 

( 8 )  高さの異なる一連の練積み造擁壁を施工する場合は、原則として一番高い擁壁の角度

（法勾配）に合わせて施工してください。 

 

10．基礎地盤の許容応力度（地耐力）の確認 

擁壁を設置する場合は地盤調査等を行い、設置する地盤の許容支持力が擁壁の必要地耐力を

満足するか否かを確認しなければなりません。 

 

(1) 地盤の許容応力度を求める地盤調査の方法 

地盤の許容応力度を求めるための地盤調査の方法は、国土交通省告示第 1113 号で定め

られている調査とします。 

※ 参考として、調査方法を掲載します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 地盤の許容応力度を定める方法及び改良された地盤の許容応力度を求める方法 

国土交通省が定める方法（国土交通省告示第 1113 号：平成 13 年 7 月 2 日）によるもの

とします。 

※ 参考として、許容応力度を定める式を掲載します。 

 

 

 

 

 

 

 

ｑa ：地盤の許容応力度（k N /㎡） 

ic、iγ、iq：基礎に作用する荷重の鉛直方向に対する傾斜角に応じて次の式によって計算し

た数値 

イ ic＝iq＝（1－θ/9 0 ）^2  

ロ iγ＝（1－θ/φ）＾2  

 θ：基礎に作用する荷重の鉛直方向に対する傾斜角（θがφを超える場合は、φとする。）

（°） 

φ：地盤の特性によって求めた内部摩擦角（°） 

① ボーリング調査 

② 標準貫入試験 

③ 静的貫入試験（スウェーデン式サウンディング試験、オランダ式ニ重管コーン貫入試

験、ポータブルコーン貫入試験など） 

④ ベーン試験 

⑤ 土質試験 

⑥ 物理探査 

⑦ 平板載荷試験 など 

長期に生ずる力に対する地盤の許
容応力度を定める場合

短期に生ずる力に対する地盤の
許容応力度を定める場合

（１）
qa＝1/3（ic･α･C・Nc＋iγ･β･
γ1･B･Nγ＋iq･γ2･Dｆ･Nq）

qa＝2/3（ic･α･C･Nc＋iγ･β･
γ1･B･Nγ＋iq･γ2･Dｆ･Nq）

（２） qa＝qｔ＋1/3（N’･γ2･Dｆ） qa＝2qｔ＋1/3（N’･γ2･Dｆ）
（３） qa＝30＋0.6･Ｎsｗ qa＝60＋1.2･Ｎsｗ
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α、β：基礎荷重面の形状に応じて次の表に掲げる係数 

 

 

 

C：基礎荷重面下にある地盤の粘着力（k N /㎡） 

B：基礎荷重面の短辺又は短径（ｍ） 

N c、N γ、N q：地盤内部の摩擦角に応じて次の表に掲げる支持力係数 

 

 

γ1：基礎荷重面下にある地盤の単位体積重量又は水中単位体積重量（k N /㎡） 

γ2 ：基礎荷重面より上方にある地盤の平均単位体積重量又は水中単位体積 

重量（k N /㎡） 

D f ：基礎に近接した最低地盤面から基礎荷重面までの深さ（ｍ） 

ｑt：平板載荷試験による降伏荷重度の 1/2 の数値又は極限応力度の 1/3 （k N /㎡） 

N ‘：基礎荷重面下の地盤の種類に応じて次の表に掲げる係数 

N sw ：基礎底面より下 2 ｍまでの地盤のスウェーデン式サウンディングにおける 1ｍ 

あたりの半回転数の平均値（個々の値が 15 0 を超える場合は 15 0 とする。）（回）  

 

(3) 基礎地盤の確認の手続き 

基礎地盤の許容応力度については、許可申請前に確認すべき事項でありますが、宅地開

発等区域内での地盤調査が、許可後でなければできないやむを得ない理由がある場合は、

「地盤調査に関する確約書」を提出する必要があります。（盛土全体の安全性の検討が必要

な場合を除く） 

基礎地盤の確認に関する手続きについては、次のフローに基づくこととします。 

なお、許可後の地盤調査により地盤改良が必要となる場合は、変更許可の対象となります

ので、必要な手続きについては本市と協議してください。 

  

基礎荷重面の形状 円形 円形以外の形状

係数：α 1.2 1.0＋0.2B/L

係数：β 0.3 0.5－0.2B/L
B、Lは、基礎荷重面の短辺又は短径及び長辺又は長径の長さ（ｍ）

内部摩擦角 0° 5° 10° 15° 20° 25° 28° 32° 36°
40°
以上

Nc 5.1 6.5 8.3 11.0 14.8 20.7 25.8 35.5 50.6 75.3

Nγ 0.0 0.1 0.4 1.1 2.9 6.8 11.2 22.0 44.4 93.7

Nq 1.0 1.6 2.5 3.9 6.4 10.7 14.7 23.2 37.8 64.2

地盤の種類
砂質土地盤のう
ち密実なもの

砂質土地盤（密
実なものを除
く）

粘性土地盤

係数 12 6 3
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　地盤の許容応力度（Ａ）

　必 要 地 耐 力　（Ｂ） の算出

地盤の許容応力度（Ａ）
必 要 地 耐 力　（Ｂ）の算出

地盤調査の実施
地盤支持力の確認

地盤の許容応力度(A)

必要地耐力(B)の算出

地盤改良の設計

地盤改良工事
の実施

地盤支持力の確認

市に報告 市に報告

　　　　　新たに地盤改良を行う必要が生じた場合は
　　　　　完了前に変更許可の手続きが必要

地盤支持力の確認

工　　事　　着　　工

地盤調査の実施

市に報告

地盤支持力の確認

現場状況が地盤調査の結果
と異なっていないか

市と協議・承認又は市に報告

許　可　申　請（32条事前協議申出）

擁壁の設置または築造

地盤改良の設計

市と協議・承認又は市に報告

地盤改良工事の実施

地盤支持力の確認

地盤改良工事の実施

市に報告

許　　　　　　　　可

地盤改良の設計

「地盤調査に関する確約書」
の作成

地盤調査の実施

許可申請前における地盤調査

行える 行えない

Ａ＜Ｂ
ＮＧ

Ａ≧Ｂ
ＯＫ

Ａ＜Ｂ
ＮＧ

Ａ≧Ｂ
ＯＫ

異なって
いる

異なって
いない

Ａ＜Ｂ
ＮＧ

Ａ≧Ｂ
ＯＫ
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(4) 許可申請書に添付する図面の作成方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

H

根入れ深さ

「上載荷重」を明記
(例 10kN/㎡)

裏込め材(透水層)

止水ｺﾝｸﾘｰﾄt=5cm以上

①「基礎地盤の土質」を明記
(例 密実な砂質土{事前調査を行った場合は想定土質を記載する})

③「当該擁壁の必要地耐力」を明記
(例 150kN/㎡{構造計算等により算出した数値を記載})

②「基礎地盤の許容応力度」を明記
(例 200kN/㎡{事前調査を行っていない場合は想定土質に応じ、
　　　　　　　　　　建築基準法等で示された数値を記載する})

※基礎地盤の状況を図面に明記すること 

※事前の地盤調査を行えない場合は、②は未記入 
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５－６－８ 練積み造擁壁標準図 

 

５－６－７擁壁の構造の５．(6)の表の中欄に掲げた数値を図化 
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500

800以下
(H/5)

H=4000以下

0.15H以上
かつ

350以上

100

高さ４ｍ以下

65°＜θ≦70°(約４分)

必要地耐力１㎡当り100kN

単位：ｍｍ

150

400

300

　　　750

50

控え30cm以上

水抜き穴φ75mm以上V.P
(3㎡に1箇所以上)

止水コンクリート
σck≧18N/mm2

基礎コンクリート
σck≧18N/mm2

基礎栗石(間隙充填材共)又は基礎砕石

透水層
(栗石(間隙充填材共)又は砕石)

胴込・裏込コンクリート
σck≧18N/mm2

土砂流出防止材

θ
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５－６－９ 崖面崩壊防止施設の設置 

１．崖面崩壊防止施設の定義（省令第 11 条） 

崖面崩壊防止施設とは、鋼製の骨組みに栗石その他の資材が充塡された構造の施設その他こ

れに類する施設です。 

該当する工種の例として、鋼製枠工、大型かご枠工、ジオテキスタイル補強土壁工等があげられ

ます。 

 

２．設置条件（政令第 14 条） 

崖面崩壊防止施設は、盛土又は切土をした土地の部分に生ずる崖面に擁壁を設置することとし

た場合に、当該盛土又は切土をした後の地盤の変動、当該地盤の内部への地下水の浸入その他

の当該擁壁が有する崖の安定を保つ機能を損なう事象が生ずるおそれが特に大きいと認められ

るときに、当該擁壁に代えて、設置します。 

また、設置する崖面崩壊防止施設は、次のいずれにも該当するものでなければなりません。 

 

 

 

 

 

なお、工種の適用や構造計算方法等については、以下に掲げる図書も参照してください。 

 

 

 

 

 

３．適用可能な土地 

崖面崩壊防止施設を適用する土地は、次のいずれにも該当するものでなければなりません。そ

のため、住宅地等の重要構造物に近接する箇所では使用できません。 

① 地盤の支持力が小さく不同沈下が懸念される又は湧水や常時流水等が認められる場所で

あること。 

② 土地利用計画、周囲の状況から勘案して、地盤の変形を許容できること。 

 

 

 

 

 

 

４．施工上の留意事項 

崖面崩壊防止施設の施工に際しては、崖面崩壊防止施設自体の変形が過大となり安定性を損

なったり近接する保全対象に影響を及ぼしたりしないよう留意する必要があります。また、背面地

盤からの土圧が小さい場合に適するため、周辺斜面の安定性が確保できていない場合は適用で

きません。 

ジオテキスタイル補強土壁工は、地下水の影響が大きい場合は、排水施設の機能を強化する必

要があります。  

① 宅地防災マニュアル(改訂版) 

② 国土交通省制定土木構造物標準設計 

③ 道路土工 擁壁工指針、盛土工指針 

④ 建築基礎構造設計指針 

⑤ その他関係する技術指針等 

【解説】 

地盤の変形を許容できる土地の例として、採草放牧地、山地・森林、農地等が想定

されます。 

駐車場や資材置場等については、将来的に土地利用が変更され建築物が建築され

る可能性があることから、地盤の変形を許容できる土地とはなりません。 

イ 地盤の変動、当該地盤の内部への地下水の浸入等が生じた場合においても崖面と密

着した状態を保持することができる構造であること。 

ロ 土圧等によって損壊、転倒、滑動又は沈下をしない構造であること。 

ハ その裏面に浸入する地下水を有効に排除することができる構造であること。 
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５－６－１０ 排水施設 

 

 

 

５－６－１１ 土石の堆積 

 

１．土石の堆積方法（政令第 19 条） 

(1) 土石の堆積を行う土地の勾配 

土石の堆積を行う土地の勾配は、堆積した土石の崩壊を防止するために必要なものとして

土石の堆積を行う面（鋼板等を使用したものであつて、勾配が 10 分の 1 以下であるものに

限る。）を有する堅固な構造物を設置する措置その他の堆積した土石の滑動を防ぐ又は滑動

する堆積した土石を支えることができる措置を講じる場合を除き、土石の堆積は、勾配が 10

分の 1 以下である土地において行う必要があります。 

 

(2) 土石の堆積を行う地盤面への措置 

土石の堆積を行うことによって、地表水等による地盤の緩み、沈下、崩壊又は滑りが生じる

おそれがあるときは、土石の堆積を行う土地について地盤の改良その他の必要な措置を講じ

る必要があります。 

 

(3) 空地の設置 

堆積した土石の周囲に、次の①又は②に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ①又は②に定

める空地（勾配が 10 分の 1 以下であるものに限る。）を設ける必要があります。 

 

① 堆積する土石の高さが五メートル以下である場合 当該高さを超える幅の空地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

柵等

柵等

空地 空地土石の堆積を行う区域

土石ｈ≦５ｍ

ｈを超える

幅の確保

地表水を

排除する措置

土地の勾配θ

（1/10以下）

地表水等による地盤の

緩み等が生じない措置
搬入・搬出により

高さが変化

「排水施設」の基準は、 

第１章 開発行為の手引き 第５節 開発許可の基準の 

  「５－３－３ 排水施設」のとおりとなります。 
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② 堆積する土石の高さが五メートルを超える場合 当該高さの二倍を超える幅の空地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 柵等の措置 

堆積した土石の周囲には、柵その他これに類するものを設ける必要があります。柵には、土

石の堆積に関する工事が施行される土地の区域内に人がみだりに立ち入らないよう、見やす

い箇所に関係者以外の者の立入りを禁止する旨の表示を掲示してください。 

 

(5) 土石の崩壊防止措置 

雨水その他の地表水により堆積した土石の崩壊が生じるおそれがあるときは、当該地表水

を有効に排除することができるよう、堆積した土石の周囲に側溝を設置することその他の必

要な措置を講じる必要があります。 

 

(6) 土石の堆積期間 

土石の堆積期間は最大 5 年であり、それ以上長期で堆積する土石は、盛土に該当するも

のとして安全性等を評価する必要があります。   

ｈ＞５ｍ

柵等

柵等

空地 空地土石の堆積を行う区域

搬入・搬出により

高さが変化

土地の勾配θ

（1/10以下）
土石

地表水を

排除する措置

地表水等による地盤の

緩み等が生じない措置

２ｈを超える

幅の確保
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２．堆積した土石の崩壊やそれに伴う流出を防止する措置 

(1) 土石の堆積を行う土地の勾配（空地を含む）が 10 分の 1 を超える場合 

土石の堆積を行う土地（空地を含む）の勾配が 10 分の 1 以下を確保できない場合、堆積

した土石の滑動を防ぐ又は滑動する堆積した土石を支えることができる措置として、①の措

置を講じる必要があります。 

 

① 構台等の設置 

構台等の土石の堆積を行う面を有する堅固な構造物を設置する。土石を堆積する面

（空地を含む）の勾配は 10 分の１以下を確保する。想定される最大堆積高さの際に発生す

る土圧、水圧、自重のほか、必要に応じて重機による積載荷重に耐えうる構造で設計する。

構台の設計は、「乗り入れ構台設計・施工指針」（日本建築学会、平成 2 6 年 11 月）や「道

路土工－仮設構造物指針（日本道路協会、平成 11 年 3 月）」等に準じて実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 十分な空地の設置が困難な場合 

土石の堆積高さに応じた空地の設置が困難な場合、堆積した土石の周囲にその高さを超

える鋼矢板を設置することその他の堆積した土石の崩壊に伴う土砂の流出を有効に防止す

ることができるものとして①又は②の措置を講ずる必要があります。 

 

① 鋼矢板等の設置 

土石を堆積する高さを超える鋼矢板や擁壁に類する施設等を設置する。想定される最

大堆積高さの際に発生する土圧、水圧、自重のほか、必要に応じて重機による積載荷重に

耐えうる構造で設計する。鋼矢板の設計は、「道路土工-仮設構造物工指針（日本道路協

会、平成 11 年 3 月）」等に準じて実施する 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

柵等

柵等

空地 空地
土石の堆積を

行う区域

土石
人工構造物により基礎勾配を

1/10以下で確保

搬入・搬出により

高さが変化

地表水等による地盤の

緩み等が生じない措置

地表水を

排除する措置

政令の規定に

基づく幅を確保

柵等

柵等

空地 空地土石の堆積を行う区域

土石ｈ≦５ｍ

ｈを超える

幅の確保

地表水を

排除する措置

土地の勾配θ

（1/10以下）

地表水等による地盤の

緩み等が生じない措置
搬入・搬出により

高さが変化

搬入・搬出により

高さが変化

空地 土石の堆積を行う区域

土石柵等

地表水を

排除する措置

地表水等による地盤の

緩み等が生じない措置

土地の勾配θ

（1/10以下）

ｈ

倒壊等しないよう

十分な構造耐力を
有する鋼矢板等を

設置（地上高ｈ超）

政令の規定に

基づく幅を確保
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② 堆積勾配の規制及び防水性のシート等による保護 

堆積した土石の土質に応じた緩やかな勾配で土石を堆積し、降雨等による侵食を防ぐた

めに堆積した土石を防水性のシート等で覆い表面を保護する。なお、土石の堆積が盛土と

異なり、十分に締固めが実施されないことが想定されるため、堆積勾配は安定性を確保す

るために 1:2 .0 よりも緩くすることが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．設計・施工上の留意事項 

(1) 原地盤の処理方法 

① 現地踏査及び土質調査 

堆積の基礎となる原地盤の状態は、現場によって様々であるので、現地踏査、土質調査

等によって原地盤を適切に把握する必要があります。土質調査等の結果十分な支持力が

得られない可能性がある場合は、地盤改良等の対策を講じるか、堆積箇所を再選定する

必要があります。 

 

② 伐開除根及び除草 

土石の堆積箇所（空地を除く）の原地盤に草木や切り株が残っている場合は、それらを

除去する必要があります。 

 

③ 排水溝、サンドマット 

地表水等の浸透による緩み等が生じないよう、土石の堆積に先立ち、堆積部に透水性が

高い砂や砂利を敷く等、堆積箇所の外に適切に排水を行い、堆積箇所の乾燥を図る必要

があります。 

 

④ 極端な凸凹の除去 

原地盤に極端な凸凹や段差がある場合にはできるだけ平坦にかき均す必要があります。 

 

(2) 土石の堆積の計画 

① 堆積方法の選定 

土石の堆積方法は空地を設けることを基本とします。空地の設置が困難な場合は、周辺

の安全確保が可能となるよう、堆積した土石の崩壊やそれに伴う流出を防止する措置を講

じる必要があります。 

② 排水 

雨水その他の地表水により土石の崩壊が生じないよう、適切な排水措置等を講じる必

要があります。 

柵等

柵等

土石の堆積を行う区域

土石

地表水を

排除する措置

土地の勾配θ

（1/10以下）

搬入・搬出により

高さが変化

土質に応じた

勾配を規定

表面シート養生

地表水等による地盤の

緩み等が生じない措置
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③ 運搬経路 

堆積箇所周辺には土石の搬入、搬出が可能となるよう、土石の運搬経路を確保する必

要があります。運搬経路の幅員は、ダンプトラックやバックホウ等、想定される最大規格の

重機が安全に移動できる幅が必要です。 

 

(3) 土石の受け入れ、管理方法堆積の計画 

① 受け入れる土石の土質基準 

堆積する土石の土質に応じて、堆積勾配や堆積高さ等に考慮した堆積計画を検討する

必要があります。特に泥土相当の土石を堆積する場合は、堆積地区外に流出しないように

する等、適切な措置が必要です。 

また、堆積する土石について、有機物質や廃棄物が含まれてはいけません。堆積する土

石を搬入する際には、書類や目視によって計画通りの土石か確認する必要があります。 

 

② 管理項目及び期間 

堆積した土石の管理方法においては、土石の堆積時に濁水や飛砂による周辺環境への

影響が発生しないように管理することや、土石の搬入元、搬出先、搬入土量、搬出土量、堆

積した土石の種別について管理し、完了確認時まで保管する必要があります。   
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５－７ 設計者の資格 

 

【法の基準】（法第 13 条第 2 項、第 31 条第 2 項） 

宅地造成等工事規制区域内において行われる宅地造成等に関する工事、特定盛土等規制区域

内において行われる特定盛土等又は土石の堆積に関する工事は、技術的基準に従い、擁壁等の必

要な措置が講ぜられたものでなければなりませんが、そのうち、政令で定める工事は、資格を有する

者の設計によらなければなりません。 

 

５－７－１ 設計資格を要する工事（政令第 21 条、第 31 条第１項） 

次の工事を設計する場合は、資格を有する者が行わなければなりません。 

 

 

 

 

５－７－２ 設計者の資格（政令第 22 条、第 31 条第 2 項） 

設計者の資格は次のとおりとなっています。 

 

① 高さが 5ｍを超える擁壁の設置 

② 切土又は盛土をする土地の面積が 1,500 ㎡を超える土地における排水施設の設置 

土木又は建築
の技術に関す
る実務経験年

数

1 ２年以上

2 ３年以上

3 ４年以上

4 ７年以上

①
学校教育法による大学（短期大学を除く。）の大学院等又
は旧大学令による大学の大学院等に１年以上在学して、土
木又は建築に関する事項を専攻した者

１年以上

② 技術士法による第二次試験のうち、建設部門に合格した者 ―

③ 建築士法による一級建築士の資格を有する者 ―

④
土木又は建築の技術に関して１０年以上の実務の経験を有
し、国土交通大臣が指定する講習を終了した者

―

⑤
①から④に掲げる者のほか、国土交通大臣が施行令第１７
条第１号から第４号までに掲げる者と同等以上の知識及び
経験を有すると認める者

―

5

卒業資格等

学校教育法による大学（短期大学を除く。）又は旧大学令による
大学において、正規の土木又は建築に関する課程を修めて卒業し
た者

学校教育法による短期大学において、正規の土木又は建築に関す
る修業年限３年の課程（夜間において授業を行うものを除く。）
を修めて卒業した者

学校教育法による短期大学若しくは高等専門学校又は旧専門学校
令による専門学校において、正規の土木又は建築に関する課程を
修めて卒業した者

学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校
令による中等学校において、正規の土木又は建築に関する課程を
修めて卒業した者

国土交通大臣が前各号に規定する者と同等以上の知識及び経験を有する者

番号

設計者の資格


